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平成30年度文部科学省大学入学者選抜改革推進委託事業

高大接続改革に資する、思考力・判断力・表現力等を問う新たな入学者選抜

（地理歴史科・公民科）における評価手法の調査研究

試行試験問題

地 理
（60分）
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被験者番号

試験開始の合図があるまで、本冊子を開かず、下記の注意事項を読んでください。

注 意 事 項

１．本冊子は、21ページです。

２．解答用紙は別冊子になっています。

３．本冊子に脱落や印刷不鮮明の箇所および解答用紙の汚れ等があれば試験監督者に

申し出てください。

４．試験監督者の指示に従って、本冊子および解答用紙に被験者票の被験者番号を記

入してください。

５．本冊子・解答用紙は試験監督者の指示に従って提出してください。

６．試験終了後、試験に関する内容について口外しないでください。

７．第１問〜第３問まで全問解答してください。
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第１問 昔の地形図と現在の地形図を並べて閲覧できる「今昔マップ」というサイ

トがあったので興味を持ち、同じ地域の新旧の地形図を比べてみることにした。図

１は1928年（昭和３年）発行、図２は1957年（昭和32年）発行、図３は2018年現在

のものである。

図の範囲の西端には南北方向に流れる大河川があり、河床の標高は約20〜25 m

である。河川沿いには幅 1〜 2 km程度の標高25 m前後の平坦地🄐が広がる。🄐

の東部には現在南北方向に鉄道Ｘが延び、図の北端部に駅がある。🄐の東側には、

幅約500 mで標高40 mほどの平坦地🄑がみられる。ここには現在南北方向に鉄道

Ｙが通る。さらにその東側には、起伏のやや大きな地域🄒があり、高所は標高80

m、低所は50 mほどである。

これらをみて、以下の問いに答えよ。

図１ 1928年発行 1/25,000地形図（陸地測量部、 ％に縮小、上が北、地名を削除）

断面線
の位置

― 2 ―

6



図２ 1957年発行 1/25,000地形図（地理調査所、 ％に縮小、地名を削除）

図３ 地理院地図（図１・２と同じ範囲、地名を削除）

図中の①〜⑤は問４参照

⑤

④

③

②①
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問１ 図１に示した位置の地形断面図を描き、該当する地形断面の部分に🄐〜🄒の

記号を記入せよ。

問２ 🄐〜🄒地区にあてはまる地形の組み合わせのうち正しいものを下から選んで

記号で答えよ。

ア 🄐 扇状地 🄑 河岸段丘 🄒 丘陵

イ 🄐 自然堤防と後背湿地 🄑 河岸段丘 🄒 丘陵

ウ 🄐 自然堤防と後背湿地 🄑 扇状地 🄒 河岸段丘

エ 🄐 三角州 🄑 扇状地 🄒 丘陵

オ 🄐 三角州 🄑 自然堤防と後背湿地 🄒 扇状地

問３ 以下の文は図１〜３から読み取ったことを書き出したものである。それぞれ

の文を読み、正しいと思われる場合は○印を、誤りがある場合は下線部を正し

い表現に訂正して解答欄に記入せよ。

ア 🄐地区では河川沿いに分布していた桑畑は現在すべて市街地となったが、

鉄道Ｘ沿いの水田は現在も残っている。

イ 🄐地区では東西方向の道路の開通により、工業団地化が進んだと考えられ

る。

ウ 🄑地区では鉄道Ｙの開通直後に急速に宅地化が進んだと考えられる。

エ 🄑地区は都市化に伴い、水田であったところが宅地化された。

オ 🄒地区ではかつて谷沿いに水田や集落がみられた。

カ 🄒地区では高度経済成長期に切土や盛土を行い宅地化された。

― 4 ―
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問４ 図の範囲では現在以下のような観光モデルが検討されている。それぞれの候

補地としてふさわしい場所を図３の①〜⑤より選べ。

ア 街道沿いの歴史の古い集落をたどる観光ルートの整備

イ 野球場・サッカー場・バーベキュー広場と駐車場の整備

ウ 雑木林と谷戸田のある里山の景観を復元した公園の整備

エ 休耕田を利用した観光花畑の整備

オ 斜面沿いに分布する湧水をたずねる遊歩道の整備

問５ 図の地域の課題を考察するため、以下の資料①〜③を集めた。これらの資料

から推定したことのうち、適当なものを下のア〜オからすべて選べ。

ア 【資料①】より、2000年までは生産年齢人口（15〜64歳）に対する年少人口

（０〜14歳）の割合は減り続け、2000年以降は生産年齢人口に対する老年人

口（65歳以上）の割合は増え続けているため、今後は全体の人口は少しずつ

増えると予想される。

イ 【資料①】では2040年には全人口に対する老年人口が６割に達し、さまざま

な対策が必要となる。

ウ 【資料②】では、男女とも20歳前後で人口の流入があるため大学生が流入し

ていると予想されるが、卒業後、とくに男性は就職のため他の地域へ流出し

ていると考えられる。

エ 【資料②】では、20歳代後半から30歳代にかけての女性の流入がみられ、結

婚や出産を機にこの地域へ流入している可能性がある。

オ 【資料③】では、生産年齢人口の減少が🄑・🄒地区で大きく、老年人口の減

少は🄐地区で大きいことがわかる。
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資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域

別将来推計人口」

【資料①】 図１〜３の北部を含む自治体における年齢３区分別人口推

移と将来推計（1980年〜2040年）

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）
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資料：総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」

【資料②】 図１〜３の北部を含む自治体における性別・年齢階級別人

口移動（2005〜2010年）
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【資料③】 地区ごとの年齢３区分別人口増減率（2015〜2060年）

(資料①・②の自治体の図１〜３の範囲にある地区を

示したもの）
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第２問 世界の国々についての経済格差をみる指標に「１人あたり国民総所得」

（GNI）があり、国内の所得格差をみる指標に「ジニ係数」
＊

がある。図１は世界の

国々の１人あたり国民総所得とジニ係数の関係をみたもので、Ａ〜Ｆはそれぞれ国

家群を示す。図２は、図１中の国でジニ係数が最少のＸ国と最大のＹ国について、

人口を１人当たりの所得または支出をもとに20％単位で５階級に分け、各階級の占

める所得割合を示したもので
＊＊

、網掛け部分は最上位10％の占める所得割合を表す。

また、人口増加率は国の経済的状況と関わりが深い。図３は、世界の国々の出生

率と死亡率を示したものであり、図１と図３のＡ〜Ｆの国家群は共通している。

図１〜３をみて、以下の問い（問１〜６）に答えよ。

＊

ジニ係数は、所得分配の不平等さを測る指標で、０から100の範囲で数値が大き

いほど貧富の差が大きいことを示す。
＊＊

例えば、Ｘ国では上位20％の人々の所得の合計は国の総所得の35％程度で、最上

位10％では20％程度であるのに対して、Ｙ国では所得上位20％の所得割合は70％

近くを占め、最上位10％だけで総所得の50％以上を占めており、Ｘ国の所得格差

は小さいのに対し、Ｙ国の所得格差はきわめて大きいことを示している。

― 8 ―
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問１ 図１および図３のＡ〜Ｆの国家群は、次の①〜⑥いずれかの地域の人口上位

５か国（括弧内の５か国）を示している。Ａ〜Ｆに該当する地域を①〜⑥から

それぞれ一つずつ選べ。

① 東南アジア・南アジア

〔インド、インドネシア、パキスタン、バングラデシュ、フィリピン〕

② サブサハラ（サハラ砂漠以南アフリカ）

〔ナイジェリア、エチオピア、コンゴ民主共和国、南アフリカ共和国、タ

ンザニア〕

③ 西欧（北欧５か国を除く）

〔ドイツ、フランス、イギリス、イタリア、スペイン〕

④ 北欧（北欧理事会加盟国）

〔スウェーデン、デンマーク、フィンランド、ノルウェー、アイスランド〕

⑤ 東欧（旧ソ連を除くかつての社会主義圏）

〔ポーランド、ルーマニア、チェコ、ハンガリー、ブルガリア〕

⑥ ラテンアメリカ

〔ブラジル、メキシコ、コロンビア、アルゼンチン、ペルー〕

問２ 次の①〜④は、図１に示されたジニ係数と１人当たり国民総所得との関係に

ついて説明した文である。これらのうち、説明の内容として適当でないものを

①〜④の中から一つ選べ。

① １人当たり国民総所得が少ない国であっても、富が一部の富裕層に偏らず

所得の再分配が適切に行われている国ではジニ係数が低くなる。

② ジニ係数が低い国の中には、累進課税で高い税金を払う必要がある国もあ

り、福祉や教育にかかる費用が少ないため世帯間の所得格差が広がりにくい。

③ 鉱産資源などに恵まれた国々では１人当たり国民総所得が高くなる傾向に

あるが、国民総所得の多さが国民の生活の質を向上させているとは限らない。

④ 民主的な選挙が行われ安定した政権が維持されている国では、世帯間の所

得格差が抑制される傾向にあるのでジニ係数が低くなる。

― 9 ―
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統計年次は、１人当たり GNIは2016年、ジニ係数は2009〜2013年のいずれか。

縦軸は対数目盛である。

World Bank�World Development Indicators�により作成。

図１

統計年次は、X国は2013年、Y国は2011年。

World Bank�World Development Indicators�により作成。

図２
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統計年次は2015年。 ‰は千分率を示す

「世界国勢図会」により作成。

図３
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問３ １人当たり国民総所得の高い国の中で、アメリカ合衆国はジニ係数が比較的

大きく、しかもその数値は上昇している。アメリカ合衆国のジニ係数が高く

なっている背景として、以下のＡ・Ｂの二つが指摘されることが多い。これら

の「背景」と、それらを裏づけるために必要なア〜カの「資料」の組合せとし

て適当なものを、下の①〜⑫の中からすべて選べ。

【背景】

Ａ 先端技術産業の成長により、新たな富裕層が誕生し、それが所得格差を拡

大させている。

Ｂ 製造業の海外移転による雇用機会の減少が貧困層の拡大につながり、それ

が所得格差を拡大させている。

【資料】

ア 高額所得者とその職種を示した資料

イ １世帯当たりの自動車の保有台数を示した資料

ウ 産業別の従事者数の変化を示した資料

エ 出身国別の移民の数の変化を示した資料

オ 実質経済成長率の変化を示した資料

カ 大学入学者数の変化を示した資料

① Ａ ア ② Ａ イ ③ Ａ ウ ④ Ａ エ

⑤ Ａ オ ⑥ Ａ カ ⑦ Ｂ ア ⑧ Ｂ イ

⑨ Ｂ ウ ⑩ Ｂ エ ⑪ Ｂ オ ⑫ Ｂ カ

問４ １人当たり国民総所得とジニ係数の関係について適切に理解するために最も

役立つと思われる資料を、次の①〜④の中から一つ選べ。

① 世界各国の高等教育就学率についての資料。

② 世界各国の合計特殊出生率についての資料。

③ 世界各国の相対的貧困率についての資料。

④ 世界各国の都市人口率についての資料。

― 12 ―
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問５ 図１、図３から読み取れる内容について述べた次の⑴〜⑶の正誤を判定し、

正しい場合は〇印、誤っている場合は×印で答えよ。

⑴ 出生率が20‰を超える国は、いずれも一人当たり国民総所得が１万ドルを

下回っている。

⑵ 人口の自然増加率が20‰を超える国は、Ｆの国のみである。

⑶ ジニ係数が30を下回る国は、いずれも人口が自然減の状態にある。

問６ Ｃの国々の死亡率の変化を調べてみると、いずれも1990年代に上昇していた。

その共通する要因として考えられることを50字以内で述べよ。

― 13 ―
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第３問 世界の自然災害に関する次の図表と、それに関する３人の高校生の会話文

を読んで以下の問い（問１〜８）に答えよ。

なお【図Ｐ】・【図Ｑ】は、1900年〜2010年に世界で発生した自然災害（火山災害、

干ばつ、水害、地震、風害、斜面災害）による死者数と被災者数の変化を示したも

のである。【図Ｐ】・【図Ｑ】の棒グラフは各年の値を、折れ線グラフは各年の値を基

にした長期的な傾向を示している。また【図Ｒ】は、2005年〜2014年に発生した自然

災害の発生件数、死者数、被災者数、推定被害額を州・大陸ごとに示したものであ

る。また、【表Ｓ】・【表Ｔ】・【表Ｕ】・【表Ｖ】は、【図Ｒ】で示した内容を自然災害の

種類ごとに示した統計値である。

Ａさん：【図Ｐ】をみると、死者数は1910年代から1930年代が最も多かったけれど、

その後徐々に減少してきているね。死者数は少なくなっているのに、【図Ｑ】から

は被災者数はむしろ増加していることがわかるよ。被災者数の増加は、世界人口

の増加と関連していると解釈できるけど、死者数が減少したのはどうしてだろう。

Ｂさん：そうだね。
⑴
いろいろな防災対策・災害対応の結果とも考えられるね。

Ｃさん：【図Ｒ】を見ると、発生件数と死者数の関係は、州・大陸によって大きな違

いはないのに、
⑵
発生件数と被災者数には大きな隔たりがあることがわかるね。

Ｂさん：【表Ｓ】から【表Ｖ】にもう少し詳しい資料があるよ。これを見ると、死者数

は自然災害の種類とかかわっていることがわかるね。
⑶
例えば、洪水と地震を比

較すると、発生件数と被災者数では洪水のほうが多いけれど、死者数では地震の
ほうが多いよ。

Ａさん：あと、【図Ｒ】で気になるのは推定被害額だね。アメリカでは発生件数に比

べると、推定被害額は大きいね。
⑷
経済が発展するほど推定被害額は増えるのか

な。

Ｂさん：確かにそうだね。

Ｃさん：ところで災害の種類には地域的な偏りがあるね。たとえば、干ばつは死者

数や被災者数がアフリカで多く、ヨーロッパでは少ないし。

Ｂさん：
⑸
干ばつについては、世界の気候分布を考えると納得がいくよ。でも自

然災害の偏りを州・大陸別にとらえるのはやや無理があるね。
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Ｃさん：どういうこと？

Ｂさん：たとえば、火山。日本には火山が多いけど、同じアジアですぐ隣の韓国に

はほとんどないよね。つまり、
⑹
火山の分布と州・大陸の区分は一致していない

んだ。暴風雨だってそうだよね。日本には
⑺
台風が来るけれど、中央アジアや

西アジアの国では考えられないよ。だから、自然災害を州・大陸別にとらえても

あまり意味がないんじゃないかな。

Ｃさん：なるほどね。

Ａさん：
⑻
資料からはいろいろなことがわかるけれど、わからないこともあるか

ら注意しなくちゃね。

【図Ｐ】 1900年〜2010年に世界で発生した自然災害による死者数

河田 惠昭「世界の自然災害」、『総合的防災教育の構築に関する研究集会』、2014−11．より作成

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

1900 1910 1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010（年）

（千人）

死
者
数

― 15 ―

19



【図Ｑ】 1900年〜2010年に世界で発生した自然災害による被災者数

河田 惠昭「世界の自然災害」、『総合的防災教育の構築に関する研究集会』、2014−11．より作成
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【図Ｒ】 2005年〜2014年に世界で発生した州・大陸別の自然災害の種類と件数
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【表Ｓ】 発生件数（2005年〜2014年）件

【表Ｔ】 死者数（2005年〜2014年）人 −は資料なし

【表Ｕ】 被災者数（2005年〜2014年）千人 −は資料なし
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アフリカ アメリカ アジア ヨーロッパ オセアニア 計

干ばつ 119 50 42 ８ 4 223

地震 13 42 163 24 11 253

熱波・寒波 ２ 39 66 153 2 262

洪水 438 343 700 224 46 1,751

暴風雨 83 316 406 138 45 988

火山活動 6 22 23 1 9 61

その他 27 74 123 33 14 271

計

International Federation of Red Cross and Red Crescent Societies (2015) World Disasters Report 2015. の数値を基に作成

688 886 1,523 581 131 3,809

アフリカ アメリカ アジア ヨーロッパ オセアニア 計

干ばつ 20,166 4 134 − − 20,304

地震 78 223,886 198,357 1,051 431 423,806

熱波・寒波 22 2,145 5,810 63,958 486 72,421

洪水 7,299 6,372 44,081 1,161 179 59,092

暴風雨 1,158 8,155 167,768 367 237 177,685

火山活動 6 23 433 − − 462

その他 826 1,169 7,858 279 305 10,437

計

International Federation of Red Cross and Red Crescent Societies (2015) World Disasters Report 2015. の数値を基に作成

29,555 241,754 424,441 66,816 1,638 764,204

アフリカ アメリカ アジア ヨーロッパ オセアニア 計

干ばつ 221,734 11,324 302,018 216 6 535,299

地震 60 9,353 73,657 287 631 83,988

熱波・寒波 8 1,360 86,428 622 2 88,419

洪水 30,287 45,515 784,205 5,528 881 866,417

暴風雨 2,551 15,995 328,778 1,270 410 349,004

火山活動 298 442 631 − 43 1,413

その他 5,151 974 3,052 1,015 22 10,214

計

International Federation of Red Cross and Red Crescent Societies (2015) World Disasters Report 2015. の数値を基に作成

260,087 84,964 1,578,769 8,938 1,996 1,934,754
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【表Ｖ】 推定被害額（2005〜2014年）百万ドル −は資料なし
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アフリカ アメリカ アジア ヨーロッパ オセアニア 計

干ばつ 632 40,471 14,931 7,422 836 64,292

地震 33 46,682 375,991 23,136 27,014 472,857

熱波・寒波 − 5,308 25,268 2,298 − 32,874

洪水 3,748 52,465 214,039 59,228 13,355 342,836

暴風雨 1,089 482,160 117,766 44,046 11,262 656,323

火山活動 − 294 186 − − 480

その他 487 11,975 1,509 9,637 2,100 25,708

計

International Federation of Red Cross and Red Crescent Societies (2015) World Disasters Report 2015. の数値を基に作成

5,989 639,356 749,690 145,767 54,568 1,595,370

22



問１ 下線部⑴の、防災対策・災害対応にはどのようなことが考えられるか。２つ

箇条書きで答えよ。

問２ 下線部⑵に関して、発生件数の割に被災者数が非常に多い州・大陸はどれか、

あてはまるものを①〜⑤の中から一つ選べ。

① アメリカ ② アフリカ ③ アジア

④ オセアニア ⑤ ヨーロッパ

問３ 下線部⑶に関して、その理由を30字以内で答えよ。

問４ 下線部⑷に関して、どうしてこのような考え方ができるのか。30字以内で説

明せよ。

問５ 下線部⑸に関して述べた次のａ〜ｃの３つの文のうち、正しい文の組み合わ

せを示しているのはどれか、あてはまるものを①〜⑧の中から一つ選べ。

ａ 干ばつは、温暖湿潤気候の地域で発生することはない。

ｂ 干ばつは、多くの場合、降水量が少ないことによって引き起こされる。

ｃ 干ばつは、インフラ整備をしても被害を軽減することができない。

① すべて誤り ② ａ ③ ｂ ④ ｃ

⑤ ａｂ ⑥ ａｃ ⑦ ｂｃ ⑧ すべて正しい
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問６ 下線部⑹に関して、世界の火山について述べた次の①から⑤の文章の下線部

が正しければ○印を、誤っていれば×印を記入し、誤りを正しい語句に修正せよ。

① 北大西洋上のアイスランドには火山が多いが、ユーラシアプレートと北ア

メリカプレートの境界とされる大西洋中央海嶺が陸上に現れたものと考えら

れている。

② アフリカ大陸の代表的な火山としてキリマンジャロ山があるが、この山は

大陸の東部を南北に連なる大地溝帯に位置している。

③ 南アメリカ大陸のコトパクシ山やトゥングラワなどは、近年噴火した。こ

れらはいずれも大陸西部のロッキー山脈に位置している。この山脈は南アメ

リカプレートとナスカプレートの間の狭まるプレート境界に形成されたもの

である。

④ アジアでは日本やフィリピン、インドネシアなど島しょ部に多くの火山が

分布する。これらは狭まるプレート境界に位置している。

⑤ いわゆるホットスポットにあたる火山としては、ハワイ諸島の火山が代表

的なものである。

問７ 下線部⑺に関して、台風やハリケーンなど熱帯性低気圧による暴風雨につい

て述べた次の①〜⑤の文のうち、不適切なものをすべて選び、番号で答えよ。

① 台風やハリケーンなどの熱帯低気圧は、赤道から南北の緯度５度の間で発

生する場合がほとんどである。

② 台風やハリケーンなどの熱帯低気圧は、大陸の西岸を襲うことはほとんど

ない。

③ 台風やハリケーンなどの熱帯低気圧の被害は、南半球ではなく北半球のみ

に限られる。

④ 台風やハリケーンなどの熱帯低気圧は、通常まず西（ないし南西、北西）

に向かって進む。

⑤ 高潮は、台風やハリケーンによって引き起こされることがある。
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問８ 下線部⑻に関して、次のａ〜ｅの文は、３人の高校生が【表Ｓ】〜【表Ｖ】をみ

て気が付いたことをメモしたものである。資料から類推されることも含めて明

らかに誤っているものをすべて選び、記号で答えよ。

ａ アジアで災害の被災者数が多いのは、人口数と関係している。

ｂ ヨーロッパで熱波・寒波による被災者数は少ないのは、温帯気候に属して

いるからである。

ｃ オセアニアは災害の発生件数が少ないので、最も安全な地域といえる。

ｄ アメリカにおいて地震による死者数が多いのは、発生件数が多いからであ

る。

ｅ アフリカでは、干ばつの発生件数は多いが洪水が少ないのは、乾燥気候が

多いからである。
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試行試験問題 地 理【解答用紙】

被験者番号 総合計

問１

第１問

問１

問２

問３

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

問２

問３

１／３

標　
　
　
　

高

50

100
（m）

問５

問４

問５

第１問合計

問４

ア イ ウ

エ オ

0
距　　　　離
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試行試験問題 地 理【解答用紙】

被験者番号

第２問

問５ ⑴ ⑵ ⑶
問５

問６

２／３

問６

問１

Ａ Ｂ Ｃ

Ｄ Ｅ Ｆ

問２

問３

問４

問１

問２

問３

問４

第２問合計
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試行試験問題 地 理【解答用紙】

被験者番号

問１

第３問

問２

問８

３／３

問１

・

・

問３

正誤の記号 誤りの語句 正しい語句

問６

① ⇒

② ⇒

③ ⇒

④ ⇒

⑤ ⇒

問２

問４

問５

問３

問４

問５

問７

問６

問７

問８

第３問合計
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試行試験問題 地 理【解答用紙】

被験者番号 総合計

問１

第１問

問１

問２

問３

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

問２

問３

１／３

標　
　
　
　

高

50

100
（m）

問５

問４

問５

第１問合計

問４

ア イ ウ

エ オ

0
距　　　　離
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試行試験問題 地 理【解答用紙】

被験者番号

第２問

問５ ⑴ ⑵ ⑶
問５

問６

２／３

問６

問１

Ａ Ｂ Ｃ

Ｄ Ｅ Ｆ

問２

問３

問４

問１

問２

問３

問４

第２問合計
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試行試験問題 地 理【解答用紙】

被験者番号

問１

第３問

問２

問８

３／３

問１

・

・

問３

正誤の記号 誤りの語句 正しい語句

問６

① ⇒

② ⇒

③ ⇒

④ ⇒

⑤ ⇒

問２

問４

問５

問３

問４

問５

問７

問６

問７

問８

第３問合計

・

・
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平成30年度文部科学省大学入学者選抜改革推進委託事業

高大接続改革に資する、思考力・判断力・表現力等を問う新たな入学者選抜

（地理歴史科・公民科）における評価手法の調査研究

試行試験問題

日 本 史
（60分）

試験開始の合図があるまで、本冊子を開かず、下記の注意事項を読んでください。

注 意 事 項

１．本冊子は、20ページです。

２．解答用紙は別冊子になっています。

３．本冊子に脱落や印刷不鮮明の箇所および解答用紙の汚れ等があれば試験監督者に

申し出てください。

４．試験監督者の指示に従って、本冊子および解答用紙に被験者票の被験者番号を記

入してください。

５．本冊子・解答用紙は試験監督者の指示に従って提出してください。

６．試験終了後、試験に関する内容について口外しないでください。

７．第１問〜第３問まで全問解答してください。
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被験者番号
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第１問 次の【資料１】【資料２】【資料３】(図表）を読み、下記の問いに答えよ。な

お、資料中の表現は原文を適宜改めている。

【資料１】

同盟の義務として参戦せねばならぬ事態はまだ発生していないが、（ ）① か

らの依頼による同盟の情誼＊と、（ ）② の
⒜
根拠地を東洋から一掃して、国

際上のわが地位を高める利益と、この二点から参戦が機宜＊＊の良策と自分は信ず

る。しかしこの際は参戦せず、好意の中立を守って国力の充実を図り、交戦国が疲

れて、相対的に実力ある日本の国際的地位が高まるのを待つのも安全策かも知れぬ。

＊ 友情の証

＊＊時機にふさわしい

(出典：近藤操『日本宰相列伝10』1986年)

【資料２】

第１号 山東省に関する件

中国政府は、（ ）② が山東省に関し条約其他に依り中国に対して有する一切

の権利・利益・譲与等の処分に付、日本国政府が（ ）② 政府と協定すべき一切

の事項を承認すべきことを約す

（中略）

第２号 南満州及東部内蒙古に関する件

第３号 漢冶萍公司に関する件

第４号 中国沿岸の港湾及島嶼の不割譲及不貸与に関する件

第５号 中国全土に関する件

(出典：データベース「世界と日本」)
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輸入額

輸出額
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‒0.5 3.8 2.8 2.4 ‒0.55.08.69.08.35.80.70.90.11.16.5
13

経済成長率（％）
労働争議件数 57 13 11 282497417398108645047492210

【資料３】 (図表)

（出典：日本銀行統計局『明治以降本邦主要経済統計』1966年)

問１ 【資料１】と【資料２】の文中の（ ）① と（ ）② に入る国の組み合わせ

を１つ選べ。

イ ① イギリス ② ロシア

ロ ① フランス ② ドイツ

ハ ① ドイツ ② ロシア

ニ ① ドイツ ② イタリア

ホ ① イギリス ② ドイツ
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問２ 【資料１】は時の外務大臣の首相に対する発言である。その外務大臣が、のち

に首相となり導入した法の趣旨は何か。正しいものを１つ選べ。

イ 工場労働者の保護

ロ 国体変革と私有財産制の否認の禁止

ハ 指定産業での不況カルテル結成の容認

ニ 自作農の創設と小作争議の抑制

ホ 義務教育の国庫負担

問３ 【資料２】の文中の（ ）② の国の下線部⒜に含まれる地域を２つ選べ。

イ 南西諸島

ロ 青島

ハ 旅順

ニ 南洋諸島

ホ 上海

問４ 【資料２】の多くの部分を中国政府はいったん受け入れたが、それに反対する

ナショナリズム運動がその後に高まった。その運動が起こった年の出来事を１

つ選べ。

イ ウィルソン大統領による民族自決原則の提唱

ロ 三・一運動

ハ ロシア革命

ニ 石井・ランシング協定

ホ 国際連盟の発足

― 4 ―
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問５ 【資料２】の第１号の権益は、その後中国に返還された。その前提には、中国

の主権尊重・領土保全を確認した多国間条約が結ばれた一連の会議があった。

この会議で、決定された事項でないものを２つ選べ。

イ 国際紛争解決の手段としての戦争放棄。

ロ 主力艦の保有比率をアメリカ・イギリス各５、日本３とする。

ハ 日英同盟の解消。

ニ 太平洋諸島の現状維持。

ホ 国際連盟の設置。
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問６ 【資料３】を読み、次の文の（ ）ⅰ から（ ）ⅸ の空欄に当てはまる語

を下記の語群の中から選べ。

日本は（ ）ⅰ 中に、輸出入総額を大幅に増加させた。当時の輸出入の品

目別内訳をみると、それまでは輸入品であった（ ）ⅱ が主要な輸出品とな

り、これに対して（ ）ⅲ の輸入が増加していることから、この間に加工貿

易が進展したことがわかる。その一方で、（ ）ⅳ の輸入が増加し、それま

であまり輸出されていなかった（ ）ⅴ の輸出が激増したことは、日本の重

工業化が進んだことを表している。国別に見ると、アジアに多くの植民地を持

つ（ ）ⅵ と、当時日本と同様に輸出入を大幅に増加させていた（ ）ⅶ

を相手国とする輸出入がこの間に顕著に増えた。また、（ ）ⅰ 中に、

（ ）ⅷ 額が（ ）ⅸ 額を上回ったことが、それまで停滞していた日本の

経済成長が加速する決め手となった。

＜語群＞

あ 第一次世界大戦 い 日露戦争 う 日清戦争

え 綿製品 お 原綿 か 生糸

き 自動車 く 銅 け 鉄

こ 汽船 さ 米 し イギリス

す アメリカ せ ドイツ そ フランス

た オランダ ち ロシア つ 輸出

て 輸入

― 6 ―
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問７ 【資料３】に見られる労働争議件数の急増の要因と言えないものは何か。１つ

選べ。

イ 労働者数の増大

ロ 物価の上昇

ハ 労働組合の合法化

ニ 賃金の上昇の停滞

ホ 労働者の権利意識の向上

問８ 【資料１】〜【資料３】で扱われた時代の後には、安い賃金で働く労働者の解放

をテーマとした芸術運動が起こった。こうした運動の影響を強く受けた芸術家

をひとり選べ。

イ 芥川龍之介

ロ 川端康成

ハ 横山大観

ニ 夏目漱石

ホ 小林多喜二
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第２問 日米和親条約と日米修好通商条約に関して、次に示す中国とイギリスの間

で19世紀半ばに結ばれた条約の条文あ〜けを読み、下記の問いに答えよ。なお、そ

れぞれの条文は出典を参考に現代日本語訳してある。

【南京条約（1842年）】

(出典：横山英『ドキュメンタリー中国現代史』1973年）

あ 第一条

今後、大ブリテン =アイルランド連合王国女王陛下と清国皇帝陛下との間、およ

び両国国民間には平和かつ友好を保つべく、また、両国の一方の国民は他の一方の

版図内において、その生命および財産について十分なる安全と保護を享有する。

い 第二条

清国皇帝陛下は、大ブリテン国国民がその家族・従者を携えて広州・厦門・福

州・寧波および上海の港市において商業に従事するため、迫害または拘束を受ける

ことなく居住することができることを約する。（後略）

う 第三条

大ブリテン国国民が必要の場合その船舶の損傷を修理し、かつこれに要する資材

を保存する港を有することは極めて必要で、かつ望ましいことにかんがみ、清国皇

帝陛下は大ブリテン国女王陛下に香港島を割譲し、大ブリテン国女王陛下およびそ

の後継者は永久にこれを占有し、大ブリテン国女王陛下が適切と認める法律規則を

もってこれを統治する。

え 第五条

先に清国政府は広州において通商に従事せる大ブリテン国商人に対し、当該目的

のために清国政府の特許を得た行商（公行）とのみ取引することを強制したが、清

国皇帝陛下は、大ブリテン国商人の居住する全ての港において、将来このような慣

行を廃し、任意に何人とも通商取引に従事することを許すことを約する。（後略）
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【虎門寨追加条約（1843年）】

(出典：外交時報社編『支那関係条約集』1930年）

お 第八条

(前略）清国皇帝陛下が今後事由のいかんを問わず（上記）諸外国の国民に対し特

権または免除をさらに増加して恵与するときは、大ブリテン国の国民も同一の特権

および免除を等しく享有し得るものとする。（後略）

【五港通商章程（1843年）】

(出典：横山英『ドキュメンタリー中国現代史』1973年）

か 第六条

前記五港のいずれかの一港における輸出入貨物は、今後定められる新協定の税率

表に従い、これを課税する。右の税率表に掲げるもの以外には、何らの金額をも課

徴することをしない。（後略）

き 第十三条

(前略） 大ブリテン国の国民が犯罪人である場合の刑罰については、大ブリテン国

政府は右の目的に基づき必要な法律を制定する。また領事はこれを執行する権能を

与えられる。清国の国民が犯罪人である場合の刑罰については、講和成立後、南京

において取り交わす公文書の定める手続きに従い、清国の法律に照らして罰する。

【天津条約（1858年）】

(出典：横山英『ドキュメンタリー中国現代史』1973年)

く 第二条

大ブリテン女王陛下および清国皇帝陛下は、将来の友好をいっそう良好に保全す

るため、和親大国の一般慣行に従い、女王陛下の適宜と認めるときは、大使、公使

その他の外交官を北京朝廷に対して任命することができ、また清国皇帝陛下も同様
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にその適宜と認めるときは、大使、公使その他の外交官をセント =ジェームス朝廷

に対して任命することができることを相互に約する。

け 第八条

キリスト教はプロテスタントまたはローマ =カトリックのいずれの信仰たるを問

わず、共に徳義の実行を説き己の欲する所を他に施すべく人に教えるものである。

従って、その布教者および信仰者は清国官憲の保護を受ける権利を有する。また、

平穏にその職分に従事し、法律に違反せざる者は、迫害または干渉を受けざるもの

とする。

問１ 下記の＜条文＞ａ〜ｄの効果を、＜語群＞ⅰ〜ⅴの中から選べ。また、それ

と同じ効果を持つ条文を、前掲のあ〜けの中から選べ。

＜条文＞

(出典：データベース「世界と日本」）

ａ 日米和親条約 第九条

日本政府がこの条約において米国人に認めていない免除と許可を、他の外国

人に認める場合には、なんらの協議も遅滞もなく、米国人にも同様に認めるも

のとする。

ｂ 日米修好通商条約 第三条

(前略）あらゆる米国人と日本人は、日本国の役人の介入を受けずに物品を売

買することができ、日本人は米国人から得た物品を売買あるいは所有すること

ができるものとする。

ｃ 日米修好通商条約 第四条

日本から輸出し日本へ輸入する物品には、添付の表の通り、関税を納める。

（中略）米国は、本条約に定めた以上の関税を支払わない。
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ｄ 日米修好通商条約 第六条

日本において法を犯した米国人については、米国領事館裁判所が裁判を行い、

米国の法律に基づき罰せられる。日本人が米国人に対して法を犯した場合、日

本国の役人が日本国の法律に基づき罰するものとする。

＜語群＞

ⅰ 通商の自由 ⅱ 領事裁判権

ⅲ 開港市における居住の自由 ⅳ 一方的な最恵国待遇

ⅴ 関税自主権の放棄

問２ 次の日米和親条約の条文に関する記述に関し、下記の文の（ ）ａ 〜

（ ）ｄ に当てはまる内容を、日本がアメリカと、または中国がイギリスと

結んだ条約名ならびに条文の中の語句を用いて記せ。

第二条

日本政府によって、下田と箱館の両港はアメリカ船が薪水、食料、石炭、そ

の他の必要な物資を調達するため入港することを認められる。

日米和親条約第二条は、中国とイギリスとの間で結ばれた（ ）ａ 条約第

（ ）ｂ 条と同様に、相手国の船舶が資材の補給などのために寄港すること

ができると定めている。しかしながら、（ ）ａ 条約では、当該寄港地をイ

ギリスに対して（ ）ｃ すると定めているのに対して、日米和親条約ではア

メリカ船の（ ）ｄ を認めているに過ぎない。
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問３ 日中両国が結んだ条約の間に、問２のような違いを生じさせた出来事を一つ

選べ。

イ アロー戦争

ロ アヘン戦争

ハ プチャーチンの来航

ニ ペリーの来航

問４ 次の日米修好通商条約の条文に関する記述に関し、下記の文の（ ）ｅ 〜

（ ）ｇ に当てはまる内容を、中国がイギリスと結んだ条約名ならびに条文

の中の語句を用いて記せ。

第八条

日本国内の米国人は自らの宗教を信じ、居住地に礼拝堂を建設することがで

きる。また、これらの建物を破壊されたり、米国人の信教を妨げられることは

ない。

日米修好通商条約第八条は、（ ）ｅ 条約第（ ）ｆ 条と同様に、信教

の自由に関する条文である。しかしながら、（ ）ｅ 条約では中国人に対す

る（ ）ｇ を認めているのに対し、日米修好通商条約では、日本人に対する

（ ）ｇ を認める文言は含まれていない。

問５ その後日本政府は、問４の（ ）ｇ を認めるに至った。日本政府がそう決

定した目的を１つ選べ。

イ 島原の乱の鎮圧

ロ 幕府から明治政府への体制移行の円滑化

ハ 大日本帝国憲法の制定

ニ 不平等条約の改正
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(下 書 き 用 紙)

試験問題は次に続く。
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第３問 教員と生徒たちの間でおこなわれた次の授業中の会話とその後に生徒が見

つけてきた資料をよく読んで、下の問いに答えよ。

教員Ａ：今日は明代の東アジア・東南アジア海域世界について整理しましょう。い

つものように、日本史を履修していない人は、地理や中学校の歴史、それに中

学・高校の国語の知識も動員するといいです。はじめに明代前半期の中国を中心

とする東アジア・東南アジアの国際関係は、どんなルールで動いていたでしょう

か。その前の時代からの変化にも注意しましょう。

生徒Ｂ：14世紀の世界的混乱の時代の中で、それまでユーラシア大陸の大部分を影

響下においていたモンゴル帝国の元が衰退すると、元をモンゴル高原に追いやっ

て中国を支配した明は、中国住民の海外渡航を禁止する（ ）① 制度をしいて

民間貿易を禁止し、対外関係は朝貢・冊封などの国家間関係に限定しました。

教員Ａ：そうでしたね。元代は民間貿易が活発に行われていたけれど、明代になる

と朝貢に付随する形の貿易しか認められませんでした。そのため日本では足利義

満が日本国王として冊封を受けて、はじめて明に貿易船を送ることができました。

生徒Ｃ：本物の朝貢船かを確認するために明が支給した貿易許可書の（ ）② が

使われたので（ ）② 貿易とも呼ばれているんですよね。

教員Ａ：そうですね。日本以外でどんな国が明の冊封を受けて朝貢貿易に参加して

いたのでしょうか。

生徒Ｄ：琉球とマラッカが有名ですよね。後はどこがあったかな。

教員Ａ：他にもこの時期に冊封を受けている国は多いです。東アジアにかぎった話

ではなかったんですね。ところで、この時期の琉球とマラッカが中国の冊封を受

けた理由としてどんな共通点があるか考えてみましょう。

生徒Ｅ：どちらも小国ですよね。この地域の大国である明から国王として認められ

ると周辺の国から攻められにくかったということもあったんだと思います。

生徒Ｆ：両国とも貿易で栄えていましたよね。やはり中国と貿易がしたかったん

じゃないかな。朝貢を名目に派遣された使節は貿易を許された上に、中国にいる

間の費用を払う必要がなかったりと様々なメリットがあったと習いました。

教員Ａ：朝貢は本来政治的な儀礼行為だから、政治的意味を考えることも重要です
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ね。マラッカはシャムの圧迫を防ぐために明の冊封を受けたと言われているし、

義満の場合も天皇に代わる権威を得ようとして明の冊封を利用したっていう説も

ありますね。じゃあ、貿易のやり方についてはマラッカ、琉球、日本の間で何か

違いがあるでしょうか。

生徒Ｇ：うーん、日明貿易っていうし日本は中国とだけ貿易しているイメージだけ

ど、琉球やマラッカは色んなところと貿易していますよね。

生徒Ｈ：日本も琉球や朝鮮とも貿易していたんじゃないの？ そうそう日本の中国

への輸出品の中には染料として当時大きな需要があった蘇木のように琉球経由で

東南アジアから輸入したものもあるし。

生徒Ｉ：でも琉球やマラッカは小国で自国の産品は少なそうだから、基本的に色ん

な地域の商品が入ってきてそれを中国や他の地域に輸出してたんだろうね。

生徒Ｊ：そうすると貿易だけみたら、明の側でもマラッカや琉球との関係の方がメ

リットがありそうだね。マラッカや琉球の朝貢回数が多いのもうなずける。

教員Ａ：だいぶこの時代の特徴が見えてきましたね。実際に誰が貿易をしていたか

を考えることも重要ですよ。まあそれは宿題にしておくとして、今度は明代後半

期のことを考えてみましょう。それまでの国際秩序は東アジア・東南アジア海域

で維持されたでしょうか。

生徒Ｋ：（ ）① 制度が崩れていきます。

教員Ａ：それに伴って貿易のしくみも変わりますよね。これまで明の作った秩序と

各海域世界をつなぐことで繁栄していた国家の役割が減少することになり、貿易

のあり方が変わってきます。日本はそこでどんな影響を与えたり与えられたりし

たのでしょうか。

生徒Ｌ：ポルトガル人などのヨーロッパ人が東アジアに進出しましたが、そこでも

日本との貿易や布教が大事な意味を持ちました。かれらがもたらした鉄砲は、東

アジアの戦争を変えましたよね。

教員Ａ：そうでしたね。あと、この時代に貿易が盛んになった世界的背景も考える

必要がありますね。その中で日本列島は重要な役割を果たすことになります。

生徒Ｍ：世界的背景と関係あるのかわかりませんが、この時期日本人も積極的に海

外に出て、直接東南アジアに行って貿易を行うようになりました。ベトナム中部
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のホイアンをはじめ当時の東南アジアには多くの日本人町ができましたよね。倭

寇の活動の激化も同じ流れなんでしょうか。

生徒Ｎ：ただ、16世紀半ばの「倭寇」の多くは中国人だったんですよね。種子島に

鉄砲を伝えたポルトガル人を自分の船に乗せていたらしい王直という、中国出身

の「倭寇」の頭目の話も読んだことがあります。「倭寇」というのは不適切な呼

び方じゃないんでしょうか。

生徒Ｏ：でも、かれは中国の沿岸部と日本の五島列島や平戸と両方の拠点を行き来

し、盛んに密貿易を行っていたと事典にも出ています。部下にも日本人がいたは

ずだから、かりに中国生まれの人々が多かったとしても、「日本の方から来る盗

賊」という意味で倭寇と呼ばれたのは、そんなにおかしくないような気がします。

生徒Ｐ：近代国民国家のない時代に、海賊に参加した人たちの意識が「日本人」

「中国人」などとはっきり分かれていたかどうかが問題ですね。江戸時代の浄瑠

璃『国姓爺合戦』のことを国語で習いましたが、主人公のモデルになったÁ成功

の母親は日本人だったと思います。彼のような国際的な出自を持った人間が王直

の時代からいたはずですが、そういう人たちの自意識はどんなものだったんで

しょうね。

教員Ａ：そうですね。それじゃあ、｢日本人｣｢中国人｣などの意識がはっきり分かれ

ていくのは、いつごろで、どういう事情でそうなったのかは、来週の課題にしま

しょう。

後日、マラッカでの貿易やそれに携わった人々について調べようとした生徒が、

16世紀初頭にマラッカに滞在したポルトガル人が著した次の資料を見つけてきた。

※資料中の表現は原文を適宜改めている。〔 〕内は生徒が補った注記。資料中の

ジャンポン、レキオはいずれも授業の会話の中で言及されている国名を指す。

【資料】 トメ・ピレス『スマ・オリエンタル（東方諸国記）』

ジャオア〔ジャワ〕の王、シアン〔シャム〕の王、パセン〔スマトラのパセー〕の王、

マラカ〔マラッカ〕の王。これらの諸王は、使節にシーナ〔中国〕の印璽〔のある証書〕

を携えさせて、シーナの国王の許（もと）に５年目ごとに、あるいは10年目ごとに

― 16 ―

47



派遣する。これらの諸王は、シーナで好まれていることが知られているその国の産

物の中から最良のものをシーナの国王に贈る。…これらの使節たちは後で述べられ

るようにカントン〔広州〕市に投錨することを許されている。…シーナ人はカントン

の長官の許可状がなければ、シアン、ジャオア、マラカ、パセー、あるいはそこか

らさらに遠方へ出かけることはできない。…カントン市はシーナの全王国がその全

商品を積み下ろしするところである。また本土からも海上からも多くの商品が来る。

…かれら〔使節〕は市内で取引をおこなうか、そうでなければカントンから約30レグ

ワ〔約180キロメートル〕ほど離れた地点で取引を行う。…そこにはそれぞれの国に

割り当てられた港がある。…そして上記のジュンコ〔ジャンク船〕がそこに投錨する

と、ただちに…領主はそのことをカントンに通知する。すると商人たちがやって来

て、商品を評価し、後に述べられるように、それらから税金を徴収する。そうして、

両者の間で取引された商品を携えてそれぞれ自分の家に帰る。

（中略）

シーナから〔マラカに〕運ばれてくる品物は、あるものはシーナ本土に産し、ある

ものは国外で産する。またあるものは他の場所よりも〔その産地として〕有名な場所

に産する。このような商品の中で、好きなものに金を費やすことができる。…各商

品の産地は次の通りである。白生糸はシャンシェオ〔漳州または泉州〕から、各色の

生糸はカウシ〔ベトナム北部〕から、緞子、ジュス、金襴、紗、絽〔いずれも絹織物

の種類〕はナンキンおよびアンケン〔福建か〕から来る。…真珠母はアイナン〔海南

島〕から、薬用樟脳はシャンシェオから来る。

（中略）

〔レキオ〕国王はシーナの国王の臣下で、〔シーナの国王に〕朝貢している。彼の島

は大きく、人口が多い。かれらは独特の形の小船を持っている。またジュンコは３、

４隻持っているが、かれらはそれをたえずシーナから買い入れている。かれらはそ

れ以外は船を持っていない。かれらはシーナとマラカで取引を行なう。…レキオ人

は、かれらの土地には小麦と米と独特の酒と肉とを持っているだけである。魚はた

いへん豊富である。かれらは立派な指物師〔木工職人〕であり具足師〔武具職人〕であ

る。かれらは金箔を置いた筥（はこ）やたいへん贅沢で精巧な扇、刀剣、かれらの

独特のあらゆる種類のたくさんの武器を製造する。…かれらはシーナに渡航して、
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マラカからシーナへ来た商品を持ち帰る。かれらはジャンポンへ赴く。それは海路

７、８日の航程のところにある島である。かれらはそこでこの島にある黄金と銅と

を商品と交換に買い入れる。レキオ人は自分の商品を自由に掛け売りする。そして

代金を受け取る際に、もし人々がかれらを欺いたとしたら、かれらは剣を手にして

代金を取りたてる。

〔レキオ人がマラカへ携えて来る商品で〕主要なものは黄金、銅、あらゆる種類の

武器、小筥、金箔を置いた寄木細工の手筥、扇、小麦である。かれらの品物は出来

がよい。かれらは黄金を多量に携えて来る。…かれらは多量の紙と各色の生糸を携

えて来る。また麝香、陶器、緞子を携えて来る。またかれらは玉ねぎやたくさんの

野菜を運んで来る。…かれらはシーナ人が持ち帰るのと同じ商品を持ち帰る。かれ

らは当地を〔４月〕に出帆する。そして毎年マラカには一隻ないし２、３隻のジュン

コがやって来て、ベンガラ〔ベンガル〕産の衣服を大量に持ち帰る。

（中略）

すべてのシーナ人のいうことによると、ジャンポン島はレキオ人の島々よりも大

きく、国王はより強力で偉大である。それは商品にも自然の産物にも恵まれていな

い。国王は異教徒で、シーナの国王の臣下である。かれらはシーナと取引をするこ

とはまれであるが、それは遠く離れていることと、かれらがジュンコを持たず、ま

た海洋国民ではないからである。

レキオ人は７、８日でジャンポンに赴き、上記の商品を携えて行く。そして黄金

や銅と交換する。レキオ人のところから来るものは、みなレキオ人がジャンポンか

ら携えて来るものである。レキオ人はジャンポンの人々と漁網やその他の商品で取

引する。

(出典：生田滋ほか訳・注『大航海時代叢書 第１期５ 東方諸国記』1966年)

問１ 上の会話中の空欄（ ）① （ ）② に入る適切な言葉を答えよ。
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問２ 明代前半期に足利義満が日本国王に冊封されるが、明代以前に日本列島の権

力者を冊封した中国王朝の時代区分として正しいものを２つ選べ。

イ 唐代 ロ 南北朝期 ハ 漢代

ニ 宋代 ホ 五代十国期 ヘ 隋代

問３ 足利義満の死後、次の義持の時代には一時明との国交が断交されるなど、日

明関係が安定しなかった。不安定であった理由の説明として適切なものを２つ

選べ。

イ 応仁の乱が起こり日本国内が混乱した。

ロ 明による倭寇取締り要求が日本にとって負担であった。

ハ 中国滞在中の日本側の負担が過重であった。

ニ 永楽帝の命でÁ和艦隊が派遣された。

ホ 日本の朝廷勢力の反発があった。

ヘ 東南アジアに赴いた日本商人が日本人町を作り、中国商人と貿易を行った。

問４ 上の会話中に出てくる「後期倭寇」と呼ばれる集団の活動を具体的に述べた

上で、その活動が明代前半期に成立した国際秩序に与えた影響を、以下の語句

を全て用いて、100字以上130字以内で説明せよ。

＜使用する語句＞ 琉球王国・朝貢貿易・日明貿易

問５ 上の資料中の広州に関する記述には、授業の会話で言及された明代前半期の

貿易ルールと矛盾するように見える点があるがそれは何か、30字以内で答えよ。
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問６ 上の資料を読んだ生徒たちが出した意見のうち、資料から読み取れる内容と

して適切なものを２つ選べ。

イ 中国にはインド洋の交易品は入ってこなかった。

ロ 日本本土の商人がマラッカに黄金や銅をもたらした。

ハ 中国は生糸など中国国内で生産した商品のみを輸出していた。

ニ 食料品は重要な貿易品であった。

ホ 当時の貿易取引はすべて商品をその場で物々交換するものであった。

ヘ 琉球商人はマラッカにおいてインドの物産を入手していた。

問７ 対外貿易を朝貢貿易に制限した明代前半期の東アジア・東南アジア海域世界

の貿易について述べた次の意見のうち、授業での会話や資料の内容をふまえて

適切と考えられるものを２つ選べ。

イ 東アジアでは民間貿易が行われなかった。

ロ 中国に海路入ってくる外国の物産は東アジア・東南アジアの諸国からの朝

貢品のみとなった。

ハ 東アジア、東南アジアを問わず朝貢関係を利用して商品を中継する国家が

繁栄した。

ニ 中国が朝貢貿易しか認めなかったため、東南アジアの諸国はインドとの関

係を強めた。

ホ 東南アジアの諸国は朝貢をきらって密貿易を推進した。

ヘ 中国の周辺諸国の商人は中国産品を購入することができた。
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試行試験問題 日本史【解答用紙】

被験者番号 総合計

問４〜５

第１問

問１
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試行試験問題 日本史【解答用紙】
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試行試験問題 日本史【解答用紙】

被験者番号 総合計
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試行試験問題 日本史【解答用紙】

被験者番号

第３問

第３問合計

問１

問２〜３

２／２

問２ 問３

問６ 問７

問４

100字

130字

問５

問１ ① ②

問４

問６〜７
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平成30年度文部科学省大学入学者選抜改革推進委託事業

高大接続改革に資する、思考力・判断力・表現力等を問う新たな入学者選抜

（地理歴史科・公民科）における評価手法の調査研究

試行試験問題

世 界 史
（60分）

試験開始の合図があるまで、本冊子を開かず、下記の注意事項を読んでください。

注 意 事 項

１．本冊子は、26ページです。

２．解答用紙は別冊子になっています。

３．本冊子に脱落や印刷不鮮明の箇所および解答用紙の汚れ等があれば試験監督者に

申し出てください。

４．試験監督者の指示に従って、本冊子および解答用紙に被験者票の被験者番号を記

入してください。

５．本冊子・解答用紙は試験監督者の指示に従って提出してください。

６．試験終了後、試験に関する内容について口外しないでください。

７．第１問〜第３問まで全問解答してください。
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第１問 【資料１】（グラフ）アメリカ合衆国への出身地域別移民数と【資料２】（年

表）アメリカ合衆国への入国に関する法に基づいて教員と生徒たちの間で行われた

次の会話をよく読み、下記の問いに答えよ。

教員Ａ：今日は19世紀以降のアメリカ合衆国への移民について詳しく検討しましょ

う。前回は、（ ）ⅰ 世紀末から（ ）ⅱ 世紀に、「新大陸」が「発見」され

征服されたことにより、地球的規模での「世界の一体化」が生まれ、本格化した

ことを学びました。

生徒Ｂ：（ ）ⅲ と（ ）ⅳ とアメリカの３つの地域の間の（ ）ⅴ が世界

の一体化を表す現象のひとつであることも学びましたね。

教員Ａ：そうですね。現在のアメリカ合衆国に黒人奴隷が「輸入」され始めたのは、

（ ）ⅵ 世紀であることも学びました。その後、アメリカ合衆国は、1820年か

ら移民に関する統計をとりはじめました。このアメリカ合衆国への出身地域別移

民数のグラフ【資料１】（次ページ）を見てください。読み取れることは何ですか。

生徒Ｃ：全体数については、1820年から1910年までは、多少の増減はあるものの、

アメリカ合衆国への移民の数は（ ）ⅶ 傾向にあります。1921年から1940年ま

では急激に（ ）ⅷ のですが、それ以降1997年まではふたたび移民の数が

（ ）ⅶ ことがわかります。

生徒Ｄ：その移民の出身地域については、1960年までは、多数をヨーロッパ地域出

身者が占めていますが、それ以降は、アジア地域とアメリカ地域の出身者が占め

る割合が大きく増えています。とりわけ1981年以降は、アメリカ地域出身者が占

める割合がとても大きいです。

教員Ａ：その通りですね。Ｃさんが指摘するように、1820年から1960年までは、

ヨーロッパ地域からの移民がアメリカ合衆国では多数を占めていました。けれど

も、彼らの出身地域をより詳細に見ていくと、時代によって変化しているのです。

例えば、19世紀の前半は、（ ）ⅸ からの移民が多くを占めましたが、これに

対して19世紀の後半には、（ ）ⅹ からの移民が増大しました。なぜそのよう

な変化が起こったのだと思いますか。
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生徒Ｅ：その当時に、（ ）ⅹ の政治・経済状況が不安定化したからだと思いま

す。

教員Ａ：それはよい指摘ですね。不安定な政治・経済状況は、移民を押し出す要因

になります。では、19世紀後半の（ ）ⅹ からの移民の押し出し要因になった

と考えられる出来事をあげてください。

生徒Ｆ：（ ）①

生徒Ｇ：その一方で、19世紀のアメリカ合衆国の側には、移民を引き寄せる要因が

あったのではないですか。

生徒Ｈ：確かに。19世紀のアメリカ合衆国では、（ ）② という出来事がありま

した。こうした出来事は、結果的に、アメリカ合衆国で（ ）ⅺ 機会を増大さ

せたために、移民を引き寄せたのだと考えられます。

0
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3

4

5

6

7

8

9

移民の出身地域
アメリカ

ヨーロッパ

182
0年
代

183
0年
代

184
0年
代

185
0年
代

186
0年
代

187
0年
代

188
0年
代

189
0年
代

190
0年
代

191
0年
代

192
0年
代

193
0年
代

194
0年
代

195
0年
代

196
0年
代

197
0年
代

198
0年
代

199
0年
～1
997
年

アジア

その他

（百万人）

【資料１】 （グラフ）アメリカ合衆国への出身地域別移民数

注：グラフ中「アメリカ」とは、北米・中米・南米の全体。ただし移民

数はアメリカ合衆国の国内移民を除く。
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（出典：帝国書院『最新世界史図説タペストリー⑤アメリカへの移民数』
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教員Ａ：それもよい指摘ですね。つまり、私たちはある時代における人の国際的な

移動の要因を、「世界の一体化」という全体現象に加えて、移動元と移動先の地

域の状況の中に探ることもできます。

生徒Ｉ：アメリカ合衆国への入国に関する国内法【資料２】（次ページ）も、移民数

の増減に影響を与えていますね。

生徒Ｊ：そうだね。移民数のグラフと照らし合わせると、19世紀後半から第一次世

界大戦の終結前までに定められた移民法はそれほどでもないようだけど、

（ ）α は、移民の減少に明らかに効果があったみたいだね。

生徒Ｋ：第二次世界大戦後の法の趣旨は、（ ）β と1965年の改正移民・国籍法

にあるように、アメリカ合衆国において（ ）ⅻ 機会や、1948年の避難民法と

（ ）γ にあるように、アメリカ合衆国に（ ）xiii 機会を外国人に提供する

ものが中心だったようですね。

生徒Ｌ：それから、（ ）β と（ ）γ は、アメリカ合衆国の関与した戦争の

事後処理としての意味を持つようです。戦争も、人の国際的な移動の要因になる

のですね。

生徒Ｍ：その後のより近年のことで気になるのは、1981年から1990年の間にアメリ

カ出身者が急増していることです。これはなぜですか。

教員Ａ：それは（ ）δ ができたことによります。1944年に導入されたブラセ

ロ・プログラムは1964年に終了しましたが、それにもかかわらずアメリカ合衆国

の雇用主は、メキシコ人が（ ）ⅺ 機会を非公式に提供し続けました。

（ ）δ が、そうして働いてきたメキシコ人の多くを正式に移民と認めたので、

移民数が急増したのです。

生徒Ｎ：すでに国内にいる人が、新しく移民とみなされるようになることがあるの

ですね。じゃあ「移民」とは、そもそも誰のことなのだろう。

教員Ａ：そのような疑問を持つことは大切です。第一に、【資料１】の移民数の中に

は、アメリカ合衆国に（ ）xiii 機会を第二次世界大戦後に得た人の数は含まれ

ていません。彼らは国際的な移動を強いられた人として、自由に国際的な移動を

した人としての移民から区別されているからです。しかし、かつてはその区別が

法的になされていなかったが故に、いかなる事情でアメリカ合衆国に入国した人
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であっても移民として数えられていました。そして第二に、期限付きの労働契約

に基づいて働く季節労働者の位置づけも歴史的に変化してきました。アメリカ合

衆国が、そうした季節労働者を「非移民」として扱うようになったのは、

（ ）ε 以降のことです。統計資料を読むときには、その時々の定義にも注意

を向けましょう。
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【資料２】 （年表）アメリカ合衆国への入国に関する法

記号 法の制定年 法の内容

1790 移民に関する管轄権を連邦政府と定めた最初の法。移民に関する

禁止事項はなし。

1819 アメリカ合衆国に対して、船長等の船舶の責任者が移民数を報告

することを定めた。

ａ 1882 移民の制限を拡大。公費負担になる外国人、精神障がいを持つ外

国人の入国は不許可に。

ｂ 1891 感染症患者、貧民、物乞いで生計を立てる者、路上生活者、精神

障がい者の入国を不許可に。

ｃ 1907 移民の分類に関する法。移民と非移民とを区別。移民に対する人

頭税を引き上げた。

ｄ 1917 読み書きのできない者、精神的に不健康であるものの入国を不許

可に。

ｅ 1924 移民に関する出身国別数量システムを導入。

ｆ 1944 戦時労働者の西半球からの移入。メキシコ人を対象にしたブラセ

ロ・プログラムの導入。

ｇ 1945 第二次世界大戦中にアメリカ合衆国軍人と結婚した外国人に対し

ては、移民法の規定を適用しない。

ｈ 1948 迫害から逃れようとする者の入国を許可する最初の法。

ｉ 1949 アメリカ合衆国における季節農業労働者の不足を補う。ブラセ

ロ・プログラムの延長。

ｊ 1951 ブラセロ・プログラムの1964年までの延長。

ｋ 1952 移民と帰化に関する複数の法を一つの包括法に。

ｌ 1965 国籍法：移民に関する出身国別数量システムの廃止と、アメリカ

合衆国市民の家族である外国人の入国を優先する選好システムの

導入。

ｍ 1975 インドシナから逃れてきた難民の定住支援プログラムの導入。

ｎ 1986 アメリカ合衆国に違法に居住する外国人に関する包括的な法。違

法滞在者の一部合法化。雇用主に対する制裁と国境管理の強化。

ｏ 1990 移民法の全体的な見直し。入国の不許可と送還の基準の見直し、

新しい非移民カテゴリーの設置。
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(出典：Susan B. Carter 他編、Historical Statistics of the United States：Earliest

Times to the Present, 2006)
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問１ 文中の（ ）ⅰ 〜（ ）xiii の空欄に当てはまる語を、次の語群の中から

選べ。ただし、それぞれの語は１回のみ使うこととする。

＜語群＞

あ 家族で生活する い 旅行する う 就業する

え 留学する お 保護される か 増加する

き 減少する く アフリカ け アジア

こ ヨーロッパ さ オセアニア し 中東

す 西欧・北欧 せ 東欧・南欧 そ 14

た 15 ち 16 つ 17

て 18 と 朱印船貿易 な 三角貿易

に 保護貿易

問２ 文中の（ ）① (発言）として、史実に合わないものを１つ選べ。

イ 人々の間に反ユダヤ主義が高まり、暴力的な攻撃が起こりました。

ロ 交通の発達により、安価な農作物の輸入が増大し、農民の生活苦が深刻化

しました。

ハ 天候の不順によって、100万人以上の餓死者を出した大飢饉が起こりまし

た。

ニ 都市に人口が集中し、労働・居住環境の悪化が生じました。

問３ 文中の（ ）② にあてはまる事項として、史実に合わないものを１つ選べ。

イ 大陸横断鉄道の建設

ロ 奴隷制度の廃止

ハ ゴールドラッシュ

ニ パナマ運河の建設権の獲得
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問４ 文中の（ ）α 〜（ ）ε ＊の空欄に当てはまる法律を、【資料２】の

（ ）ａ 〜（ ）ｏ の中から選べ。

＊ 文中の記号 α、β、γ、δ、ε はそれぞれ α（アルファ）、β（ベータ）、γ

（ガンマ）、δ（デルタ）、ε（イプシロン）と読む。

問５ 19世紀後半から第二次世界大戦の終結までに描かれた次の①〜③の３つの風

刺画を、描かれた時代が最も古いものから最も新しいものの順に並べよ。

① The Only Way to Handle It¼

(出典：US Citizenship and Immigration Service)
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② Welcome to All¼

(出典：US Library of Congress)

③ The High Tide of Immigration：A National Menace¼

(出典：University of Nevada, Las Vegas)
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第２問 世界史上の疫病に関する以下の🄐🄑の問題に答えよ。

🄐 19世紀以前のヨーロッパを襲った三度のペスト流行について、以下の資料を参

考に問いに答えよ。(※各資料の内容には誤りがないものとして解答すること)
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0気温(度)
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7,000
人口
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ヨーロッパ人口(右目盛)

気温(左目盛)
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3,000

2,000(万人)
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寒

【資料１】 （グラフ）中世温暖期前後の気候変動とヨーロッパの人口変動

(出典：速水融・町田洋編『講座文明と環境７ 人口・疫病・災害』

1995年から一部改変）
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ペストによる
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気温

【資料２】 （グラフ）17世紀前後の気候変動とイギリスウェールズの人口変動

(出典：速水融・町田洋編『講座文明と環境７ 人口・疫病・災害』

1995年から一部改変）
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カルタゴ
543

ペスト感染地・感染年

マルセイユ
543 ローマ

543

イベリア半島東岸
542

バルカン半島西岸
542

アレクサンドリア
541

ガザ
541ペルシウム

540

イェルサレム
542

アンティオキア
542

コンスタンティノープル
542

【資料３】 （地図）540〜543年のペスト流行

(出典：William Rosen, Justinian’ s flea：plague, empire, and

the birth of Europe, 2007から一部改変)

ペスト感染地・感染年

ダンツィヒ
1350

ロンドン
1348

パリ
1348

ボルドー
1348

セビーリャ
1348

バルセローナ
1348 マルセイユ

1347

リヨン
1348

ウィーン
1349

ヴェネツィア
1348

ジェノヴァ
1347

フィレンツェ
1348

ナポリ
1348

チュニス
1348

メッシーナ
1347

カッファ
1346

ラグーザ
1348

メルカム = リージス
1348

ストラスブール
1349

ダブリン
　1348

リューベック
1350

ケーニヒスベルク
1349

ノヴゴロド
1352

プスコフ
1352

モスクワ
1352

カイロ
1348

コンスタンティノープル
1347

【資料４】 (地図）1346〜1352年のペスト流行

(出典：宮崎 揚弘『ペストの歴史』2015年から一部改変）
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【資料５】

12世紀以降、アルプス以北の森の大開墾が始まった。12世紀の大開墾時代を可能

にしたものは、重粘土質の森林土壌を耕すことができる重輪犂の開発、水車や風車

の開発などの技術革新と、この時代が中世温暖期と呼ばれる高温期に相当しており、

開発前線の北上が容易だったことがあげられる。…森の消滅は森のなかに生息する

キツネやオオカミ、フクロウ、タカなどの生息域をせばめていった。…これに対し、

農耕地や牧草地の拡大のなかで、絶好の生息環境を与えられたのは家畜とネズミ

だった。ペストを媒介するクマネズミは、草原が生息域だった。おまけに天敵のキ

ツネやオオカミやフクロウなどが少なくなり、一気に大繁殖できる条件がととのっ

たのである。さらに大開墾の進展のなかでヨーロッパの人口は急増した。…人口の

増大は町をつくり、食料の集中と残滓は、ネズミの繁殖には好条件をつくりだした。

(出典：速水融・町田洋編『講座文明と環境７ 人口・疫病・災害』1995年）

問１ 19世紀以前のヨーロッパのペスト流行に関する説明として適切なものを１つ

選べ。

イ ６世紀と14世紀の流行はいずれも地中海南岸から始まっている。

ロ 【資料３】（地図）に示された流行による混乱はローマ帝国分裂の一因と

なった。

ハ 降雨量が増加する温暖期に大規模な流行が起こった。

ニ 化石燃料が使用されるようになってからは大きな流行はない。

ホ ペストの流行はその後数世紀続く人口減少をもたらした。
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問２ 【資料３】【資料４】のペスト流行範囲に関する説明として適当でないものを２

つ選べ。

イ 【資料３】で流行した地域では住民が免疫を獲得しているので、【資料４】で

は流行が見られないことがわかる。

ロ 【資料３】で内陸での流行地が限定的なのは、地中海との交通を阻害する山

脈があったからと考えられる。

ハ 北海・バルト海貿易の発展が【資料４】のロシア平原への流行拡大を促した

と考えられる。

ニ 【資料３】より【資料４】の時期の方が急速に流行が拡大している地域が多い

ことがわかる。

ホ 【資料４】の北アフリカで流行地が限られているのはヨーロッパとの交易機

会が少なかったからと考えられる。

問３ 14世紀のペスト流行の原因として適切と考えられる事項を次の中から２つ選

べ。

イ ヴェネチアの繁栄 ロ ジャムチ（駅伝制）の整備

ハ 農奴制の強化 ニ 百年戦争の終結

ホ 大航海時代の到来
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問４ 17世紀のペストの流行は都市ロンドンに被害が集中した。その理由として適

切なものを３つ選べ。

イ 煙害により都市の衛生環境が悪化していた。

ロ 殖産興業政策の下、製鉄・造船などで木材需要が増加し、周辺の森林が減

少した。

ハ 周辺農村から人口が流入し、都市人口が増加していた。

ニ ヨーロッパの海上貿易の拠点港の１つとして発展していた。

ホ 貧しい工場労働者が多かった。

🄑 近代のペスト流行については、1894年に香港で大流行したペストが、その後世

界各地に拡大したことが知られている。それに関して以下の問いに答えなさい。

問５ 香港のペストが世界的に拡大した背景には、近代交通革命とも称される海上

交通の発展があるとされる。両者の関係を説得的に説明しようとする場合、ペ

スト感染地の位置情報と組み合わせて用いるのに適切なデータを以下から２つ

選べ。

イ インド産綿花の目的地別輸出量

ロ 世界全体の工業生産額

ハ 主要国の１人当たり所得

ニ メッカ巡礼者の出身地別人数

ホ 香港の品目別輸出入量
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問６ 次の文章は、ある生徒がまとめた課題レポートである。課題内容は後掲の

【資料あ】〜【資料お】を参考にして、香港ペストの感染被害者の特徴と、当時の

東アジアに生きた人々のペスト感染に対する見方について考えよ、というもの

である。文章中の空欄（ ）α 〜（ ）ε に入る適切な資料の記号あ〜お

のいずれかを記入し、空欄（ ）① 〜（ ）⑥ に入る適切な語句を下記の

語群ａ〜ｔから選べ。なお、資料中の表現は原文を適宜改めている。

【課題レポート】

香港のペスト感染被害者については、資料（ ）α を見ると被害は中国人

のほうに多く出ていることがわかる。この理由について考えてみたが、最初は、

資料（ ）β で指摘されているような中国人の（ ）① の欠如が原因では

ないかと考えた。資料（ ）γ にも香港で被害が多かった地域は中国人の居

住エリアであったと書かれている。現在、発展途上地域のアフリカや東南アジ

アで感染症の流行が多く見られるのも同じ理由だろうと思った。しかし、資料

（ ）δ を読んでみると、傷口から感染するペストは手足に怪我をしやすい

車夫などの労働者が罹りやすいと書かれていることに気が付いた。そこで資料

（ ）γ を見直してみると、香港で被害の多かった地域は（ ）② が居住

する地域だったと書かれており、彼らの中には、車夫や荷物を運ぶ労働者が多

かったと考えられる。そこで、中国人の死亡率が高いのは（ ）① の欠如に

よるものというよりは、むしろ当時の香港における中国人と非中国人の

（ ）③ の違いを反映しているのではないだろうかと考え直した。

当時のペスト感染に対する見方については、資料（ ）ε によれば、

（ ）④ が現地人の使用人を消毒対象とし、不潔でペスト感染拡大の原因で

あると見ていることがわかる。同じように香港の（ ）④ も不潔な中国人が

ペスト拡大の原因と考えていたのだろう。これには当時の西洋人のアジア蔑視

が背景にあるように思える。このように考えてみると、資料（ ）β の中国

人に対する見方の背景にも、文明的で清潔な（ ）⑤ と野蛮でそれゆえに不

潔な中国人という意識があるように思う。現代でも病気には様々な偏見がつき

まとうように、当時のペスト感染に対する見方には（ ）⑥ とも結びついて
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いる側面があることがわかった。

＜語群＞

ａ 兵士 ｂ アメリカ人 ｃ 性差別 ｄ 価値観

ｅ 農民 ｆ 台湾人 ｇ 衛生観念 ｈ 職業差別

ｉ 中国人 ｊ 習慣 ｋ 巨商 ｌ 日本人

ｍ 身分差別 ｎ 社会階層 ｏ イギリス人 ｐ 道徳観念

ｑ 下級移住民 ｒ 朝鮮人 ｓ 民族差別 ｔ 常識
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【資料あ】 香港在住の中国人／非中国人の人口当たりペスト死亡率

(香港立法会会期別文書に基づく。出典：Carol Benedict, Bubonic plague in nineteenth-

century China, 1996))

【資料い】 『香港ニ於ケル「ペスト」調査ノ略報』1894年

（香港）市は島の北側にあり、海岸に沿って長く山を囲み、人家はしばしば山肌

の高いところにある、…東部は巨商の建物、官衙、兵舎がある所で、中部西部の低

くなっている所は中国小商人及び中国下級移住民の住む所である。かのペストの巣

窟と称される最も汚穢な太平山は実にこの中部に位置している。

(1894年６月にペスト調査のため香港を訪れた日本人医学者青山胤通の調査報告)

【資料う】 『清国行政法』1915年

考えてみるに、衛生思想が乏しいことについて清国人のほどのものはなかなかな

い。彼らが汚穢不潔を意に介さないのは実に驚くべきものがあり、くわえて頑迷で

道理を理解せず荒唐無稽の説を信じ、祈禱によって対処しようとするのが一般的と

なっており残念な状況である。…近年医学が発達するに及び、とりわけ細菌学・衛
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年
中国人の死亡率

(千分率)

非中国人の死亡率

(千分率)

1894 10.84 3.82

1895 0.15 0.00

1896 4.51 2.63

1897 0.08 0.00

1898 4.75 3.39

1899 5.85 1.35

1900 4.10 0.98

1901 5.73 2.81

1902 1.88 1.04

1903 4.02 2.32

1904 1.51 0.16

1905 0.81 0.16

1906 2.69 0.74

1907 0.62 0.25
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生学の研究は大いに衛生思想の勃興を促し、諸国政府はみな衛生制度の完備を図る

ことを自らの任務とし、鋭意その改善進歩に勉めるようになって、現在の状況に

なっているのであり、今では衛生制度が完備しているかどうかはその国の文明・野

蛮を示すものといっても過言ではない。清国は長らく近年の文化と距離を置いてい

るので、衛生行政の整備をしないことはもとより当然のことである。

(台湾総督府により刊行された清国の行政各分野の法制・制度に関する調査報告)

【資料え】 『コーベ・クロニクル（The Kobe Chronicle）』1899年11月19日付記事

「外国人社会とペスト」

外国人社会の心ある住民から注意を引くほどに、事態は十分に深刻である。…ペ

ストは不潔な病気であり、その起源が何であるかはともかくとして、伝播して不

衛生な場所をみつけ住みかとするのだ。…病原菌は他の病気ほど頑強ではなく、強

い日光にさらせばすぐに死滅する。…家主に助言できるとすれば、次の各項であ

る。１．使用人がペストに汚染された地区に近づかないように注意すること。２．

直接間接を問わず、その地区の牛乳店および洗濯店と接触しないこと。３．自宅の

トイレと下水が正常な状態であり消毒薬が散布されているか確認すること。４．寒

い季節になる前に、使用人の居住空間を希釈した消毒薬で洗浄すること。あらゆる

事柄について、清潔で衛生的な手段が必要であることを使用人に強調すること。

(神戸在住外国人向け英字新聞掲載のイギリス人医師ミラーの論説。出典：永島剛

他編『衛生と近代　ペスト流行にみる東アジアの統治・医療・社会』2017年、　

【資料お】 『神戸又新日報』1899年11月13日付記事

多く傷口より黴菌
ばいきん

が伝染するもので、足の裏又は手先などからも伝染する。…罹

りやすい職業は前記のように傷口より伝染しやすいものであるため、最も労働者に

多く…車夫、人足等は常に草鞋、足袋等をはいて負傷しないように注意すべきであ

る。

(同年に神戸で発生したペストの調査を行った志賀潔の発言。出典：永島剛他編

『衛生と近代　ペスト流行にみる東アジアの統治・医療・社会』2017年、“第4章　
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(下 書 き 用 紙)

試験問題は次に続く。
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第３問 教員と生徒たちの間でおこなわれた次の授業中の会話とその後に生徒が見

つけてきた資料をよく読んで、下の問いに答えよ。

教員Ａ：今日は明代の東アジア・東南アジア海域世界について整理しましょう。い

つものように、日本史を履修していない人は、地理や中学校の歴史、それに中

学・高校の国語の知識も動員するといいです。はじめに明代前半期の中国を中心

とする東アジア・東南アジアの国際関係は、どんなルールで動いていたでしょう

か。その前の時代からの変化にも注意しましょう。

生徒Ｂ：14世紀の世界的混乱の時代の中で、それまでユーラシア大陸の大部分を影

響下においていたモンゴル帝国の元が衰退すると、元をモンゴル高原に追いやっ

て中国を支配した明は、中国住民の海外渡航を禁止する（ ）① 制度をしいて

民間貿易を禁止し、対外関係は朝貢・冊封などの国家間関係に限定しました。

教員Ａ：そうでしたね。元代は民間貿易が活発に行われていたけれど、明代になる

と朝貢に付随する形の貿易しか認められませんでした。そのため日本では足利義

満が日本国王として冊封を受けて、はじめて明に貿易船を送ることができました。

生徒Ｃ：本物の朝貢船かを確認するために明が支給した貿易許可書の（ ）② が

使われたので（ ）② 貿易とも呼ばれているんですよね。

教員Ａ：そうですね。日本以外でどんな国が明の冊封を受けて朝貢貿易に参加して

いたのでしょうか。

生徒Ｄ：琉球とマラッカが有名ですよね。後はどこがあったかな。

教員Ａ：他にもこの時期に冊封を受けている国は多いです。東アジアにかぎった話

ではなかったんですね。ところで、この時期の琉球とマラッカが中国の冊封を受

けた理由としてどんな共通点があるか考えてみましょう。

生徒Ｅ：どちらも小国ですよね。この地域の大国である明から国王として認められ

ると周辺の国から攻められにくかったということもあったんだと思います。

生徒Ｆ：両国とも貿易で栄えていましたよね。やはり中国と貿易がしたかったん

じゃないかな。朝貢を名目に派遣された使節は貿易を許された上に、中国にいる

間の費用を払う必要がなかったりと様々なメリットがあったと習いました。

教員Ａ：朝貢は本来政治的な儀礼行為だから、政治的意味を考えることも重要です
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ね。マラッカはシャムの圧迫を防ぐために明の冊封を受けたと言われているし、

義満の場合も天皇に代わる権威を得ようとして明の冊封を利用したっていう説も

ありますね。じゃあ、貿易のやり方についてはマラッカ、琉球、日本の間で何か

違いがあるでしょうか。

生徒Ｇ：うーん、日明貿易っていうし日本は中国とだけ貿易しているイメージだけ

ど、琉球やマラッカは色んなところと貿易していますよね。

生徒Ｈ：日本も琉球や朝鮮とも貿易していたんじゃないの？ そうそう日本の中国

への輸出品の中には染料として当時大きな需要があった蘇木のように琉球経由で

東南アジアから輸入したものもあるし。

生徒Ｉ：でも琉球やマラッカは小国で自国の産品は少なそうだから、基本的に色ん

な地域の商品が入ってきてそれを中国や他の地域に輸出してたんだろうね。

生徒Ｊ：そうすると貿易だけみたら、明の側でもマラッカや琉球との関係の方がメ

リットがありそうだね。マラッカや琉球の朝貢回数が多いのもうなずける。

教員Ａ：だいぶこの時代の特徴が見えてきましたね。実際に誰が貿易をしていたか

を考えることも重要ですよ。まあそれは宿題にしておくとして、今度は明代後半

期のことを考えてみましょう。それまでの国際秩序は東アジア・東南アジア海域

で維持されたでしょうか。

生徒Ｋ：（ ）① 制度が崩れていきます。

教員Ａ：それに伴って貿易のしくみも変わりますよね。これまで明の作った秩序と

各海域世界をつなぐことで繁栄していた国家の役割が減少することになり、貿易

のあり方が変わってきます。日本はそこでどんな影響を与えたり与えられたりし

たのでしょうか。

生徒Ｌ：ポルトガル人などのヨーロッパ人が東アジアに進出しましたが、そこでも

日本との貿易や布教が大事な意味を持ちました。かれらがもたらした鉄砲は、東

アジアの戦争を変えましたよね。

教員Ａ：そうでしたね。あと、この時代に貿易が盛んになった世界的背景も考える

必要がありますね。その中で日本列島は重要な役割を果たすことになります。

生徒Ｍ：世界的背景と関係あるのかわかりませんが、この時期日本人も積極的に海

外に出て、直接東南アジアに行って貿易を行うようになりました。ベトナム中部
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のホイアンをはじめ当時の東南アジアには多くの日本人町ができましたよね。倭

寇の活動の激化も同じ流れなんでしょうか。

生徒Ｎ：ただ、16世紀半ばの「倭寇」の多くは中国人だったんですよね。種子島に

鉄砲を伝えたポルトガル人を自分の船に乗せていたらしい王直という、中国出身

の「倭寇」の頭目の話も読んだことがあります。「倭寇」というのは不適切な呼

び方じゃないんでしょうか。

生徒Ｏ：でも、かれは中国の沿岸部と日本の五島列島や平戸と両方の拠点を行き来

し、盛んに密貿易を行っていたと事典にも出ています。部下にも日本人がいたは

ずだから、かりに中国生まれの人々が多かったとしても、「日本の方から来る盗

賊」という意味で倭寇と呼ばれたのは、そんなにおかしくないような気がします。

生徒Ｐ：近代国民国家のない時代に、海賊に参加した人たちの意識が「日本人」

「中国人」などとはっきり分かれていたかどうかが問題ですね。江戸時代の浄瑠

璃『国姓爺合戦』のことを国語で習いましたが、主人公のモデルになったÁ成功

の母親は日本人だったと思います。彼のような国際的な出自を持った人間が王直

の時代からいたはずですが、そういう人たちの自意識はどんなものだったんで

しょうね。

教員Ａ：そうですね。それじゃあ、｢日本人｣｢中国人｣などの意識がはっきり分かれ

ていくのは、いつごろで、どういう事情でそうなったのかは、来週の課題にしま

しょう。

後日、マラッカでの貿易やそれに携わった人々について調べようとした生徒が、

16世紀初頭にマラッカに滞在したポルトガル人が著した次の資料を見つけてきた。

※資料中の表現は原文を適宜改めている。〔 〕内は生徒が補った注記。資料中の

ジャンポン、レキオはいずれも授業の会話の中で言及されている国名を指す。

【資料】 トメ・ピレス『スマ・オリエンタル（東方諸国記）』

ジャオア〔ジャワ〕の王、シアン〔シャム〕の王、パセン〔スマトラのパセー〕の王、

マラカ〔マラッカ〕の王。これらの諸王は、使節にシーナ〔中国〕の印璽〔のある証書〕

を携えさせて、シーナの国王の許（もと）に５年目ごとに、あるいは10年目ごとに
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派遣する。これらの諸王は、シーナで好まれていることが知られているその国の産

物の中から最良のものをシーナの国王に贈る。…これらの使節たちは後で述べられ

るようにカントン〔広州〕市に投錨することを許されている。…シーナ人はカントン

の長官の許可状がなければ、シアン、ジャオア、マラカ、パセー、あるいはそこか

らさらに遠方へ出かけることはできない。…カントン市はシーナの全王国がその全

商品を積み下ろしするところである。また本土からも海上からも多くの商品が来る。

…かれら〔使節〕は市内で取引をおこなうか、そうでなければカントンから約30レグ

ワ〔約180キロメートル〕ほど離れた地点で取引を行う。…そこにはそれぞれの国に

割り当てられた港がある。…そして上記のジュンコ〔ジャンク船〕がそこに投錨する

と、ただちに…領主はそのことをカントンに通知する。すると商人たちがやって来

て、商品を評価し、後に述べられるように、それらから税金を徴収する。そうして、

両者の間で取引された商品を携えてそれぞれ自分の家に帰る。

（中略）

シーナから〔マラカに〕運ばれてくる品物は、あるものはシーナ本土に産し、ある

ものは国外で産する。またあるものは他の場所よりも〔その産地として〕有名な場所

に産する。このような商品の中で、好きなものに金を費やすことができる。…各商

品の産地は次の通りである。白生糸はシャンシェオ〔漳州または泉州〕から、各色の

生糸はカウシ〔ベトナム北部〕から、緞子、ジュス、金襴、紗、絽〔いずれも絹織物

の種類〕はナンキンおよびアンケン〔福建か〕から来る。…真珠母はアイナン〔海南

島〕から、薬用樟脳はシャンシェオから来る。

（中略）

〔レキオ〕国王はシーナの国王の臣下で、〔シーナの国王に〕朝貢している。彼の島

は大きく、人口が多い。かれらは独特の形の小船を持っている。またジュンコは３、

４隻持っているが、かれらはそれをたえずシーナから買い入れている。かれらはそ

れ以外は船を持っていない。かれらはシーナとマラカで取引を行なう。…レキオ人

は、かれらの土地には小麦と米と独特の酒と肉とを持っているだけである。魚はた

いへん豊富である。かれらは立派な指物師〔木工職人〕であり具足師〔武具職人〕であ

る。かれらは金箔を置いた筥（はこ）やたいへん贅沢で精巧な扇、刀剣、かれらの

独特のあらゆる種類のたくさんの武器を製造する。…かれらはシーナに渡航して、
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マラカからシーナへ来た商品を持ち帰る。かれらはジャンポンへ赴く。それは海路

７、８日の航程のところにある島である。かれらはそこでこの島にある黄金と銅と

を商品と交換に買い入れる。レキオ人は自分の商品を自由に掛け売りする。そして

代金を受け取る際に、もし人々がかれらを欺いたとしたら、かれらは剣を手にして

代金を取りたてる。

〔レキオ人がマラカへ携えて来る商品で〕主要なものは黄金、銅、あらゆる種類の

武器、小筥、金箔を置いた寄木細工の手筥、扇、小麦である。かれらの品物は出来

がよい。かれらは黄金を多量に携えて来る。…かれらは多量の紙と各色の生糸を携

えて来る。また麝香、陶器、緞子を携えて来る。またかれらは玉ねぎやたくさんの

野菜を運んで来る。…かれらはシーナ人が持ち帰るのと同じ商品を持ち帰る。かれ

らは当地を〔４月〕に出帆する。そして毎年マラカには一隻ないし２、３隻のジュン

コがやって来て、ベンガラ〔ベンガル〕産の衣服を大量に持ち帰る。

（中略）

すべてのシーナ人のいうことによると、ジャンポン島はレキオ人の島々よりも大

きく、国王はより強力で偉大である。それは商品にも自然の産物にも恵まれていな

い。国王は異教徒で、シーナの国王の臣下である。かれらはシーナと取引をするこ

とはまれであるが、それは遠く離れていることと、かれらがジュンコを持たず、ま

た海洋国民ではないからである。

レキオ人は７、８日でジャンポンに赴き、上記の商品を携えて行く。そして黄金

や銅と交換する。レキオ人のところから来るものは、みなレキオ人がジャンポンか

ら携えて来るものである。レキオ人はジャンポンの人々と漁網やその他の商品で取

引する。

(出典：生田滋ほか訳・注『大航海時代叢書 第１期５ 東方諸国記』1966年)

問１ 上の会話中の空欄（ ）① （ ）② に入る適切な言葉を答えよ。
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問２ 明代前半期に足利義満が日本国王に冊封されるが、明代以前に日本列島の権

力者を冊封した中国王朝の時代区分として正しいものを２つ選べ。

イ 唐代 ロ 南北朝期 ハ 漢代

ニ 宋代 ホ 五代十国期 ヘ 隋代

問３ 足利義満の死後、次の義持の時代には一時明との国交が断交されるなど、日

明関係が安定しなかった。不安定であった理由の説明として適切なものを２つ

選べ。

イ 応仁の乱が起こり日本国内が混乱した。

ロ 明による倭寇取締り要求が日本にとって負担であった。

ハ 中国滞在中の日本側の負担が過重であった。

ニ 永楽帝の命でÁ和艦隊が派遣された。

ホ 日本の朝廷勢力の反発があった。

ヘ 東南アジアに赴いた日本商人が日本人町を作り、中国商人と貿易を行った。

問４ 上の会話中に出てくる「後期倭寇」と呼ばれる集団の活動を具体的に述べた

上で、その活動が明代前半期に成立した国際秩序に与えた影響を、以下の語句

を全て用いて、100字以上130字以内で説明せよ。

＜使用する語句＞ 琉球王国・朝貢貿易・日明貿易

問５ 上の資料中の広州に関する記述には、授業の会話で言及された明代前半期の

貿易ルールと矛盾するように見える点があるがそれは何か、30字以内で答えよ。
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問６ 上の資料を読んだ生徒たちが出した意見のうち、資料から読み取れる内容と

して適切なものを２つ選べ。

イ 中国にはインド洋の交易品は入ってこなかった。

ロ 日本本土の商人がマラッカに黄金や銅をもたらした。

ハ 中国は生糸など中国国内で生産した商品のみを輸出していた。

ニ 食料品は重要な貿易品であった。

ホ 当時の貿易取引はすべて商品をその場で物々交換するものであった。

ヘ 琉球商人はマラッカにおいてインドの物産を入手していた。

問７ 対外貿易を朝貢貿易に制限した明代前半期の東アジア・東南アジア海域世界

の貿易について述べた次の意見のうち、授業での会話や資料の内容をふまえて

適切と考えられるものを２つ選べ。

イ 東アジアでは民間貿易が行われなかった。

ロ 中国に海路入ってくる外国の物産は東アジア・東南アジアの諸国からの朝

貢品のみとなった。

ハ 東アジア、東南アジアを問わず朝貢関係を利用して商品を中継する国家が

繁栄した。

ニ 中国が朝貢貿易しか認めなかったため、東南アジアの諸国はインドとの関

係を強めた。

ホ 東南アジアの諸国は朝貢をきらって密貿易を推進した。

ヘ 中国の周辺諸国の商人は中国産品を購入することができた。
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試行試験問題 世界史【解答用紙】

被験者番号 総合計

問１

第１問

問４

問６

１／２

問１

ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ ⅴ

ⅵ ⅶ ⅷ ⅸ ⅹ

ⅺ ⅻ �

問２ 問３

問４ α β γ δ ε

問５ ⇒ ⇒

問１ 問２

問３

問５

問４

問６

α β γ δ ε

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

問２〜３

問５

第１問合計

第２問
問１〜２

問３〜４

問５

第２問合計
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試行試験問題 世界史【解答用紙】

被験者番号

２／２

第３問

第３問合計

問１

問２〜３

問２ 問３

問６ 問７

問４

100字

130字

問５

問１ ① ②

問４

問６〜７

問５
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試行試験問題 世界史【解答用紙】

被験者番号 総合計

問１

第１問

問４

問６

１／２

問１

ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ ⅴ

ⅵ ⅶ ⅷ ⅸ ⅹ

ⅺ ⅻ �

問２ 問３

問４ α β γ δ ε

問５ ⇒ ⇒

問１ 問２

問３

問５

問４

問６

α β γ δ ε

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

問２〜３

問５

第１問合計

第２問
問１〜２

問３〜４

問５

第２問合計
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試行試験問題 世界史【解答用紙】

被験者番号

２／２

第３問

第３問合計

問１

問２〜３

問２ 問３

問６ 問７

問４

100字

130字

問５

問１ ① ②

問４

問６〜７

問５
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平成30年度文部科学省大学入学者選抜改革推進委託事業

高大接続改革に資する、思考力・判断力・表現力等を問う新たな入学者選抜

（地理歴史科・公民科）における評価手法の調査研究

試行試験問題

公 共
（90分）

試験開始の合図があるまで、本冊子を開かず、下記の注意事項を読んでください。

注 意 事 項

１．本冊子は、24ページです。

２．解答用紙は別冊子になっています。

３．本冊子に脱落や印刷不鮮明の箇所および解答用紙の汚れ等があれば試験監督者に

申し出てください。

４．試験監督者の指示に従って、本冊子および解答用紙に被験者票の被験者番号を記

入してください。

５．本冊子・解答用紙は試験監督者の指示に従って提出してください。

６．試験終了後、試験に関する内容について口外しないでください。

７．第１問〜第４問まで全問解答してください。
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第１問 都市と地方の格差問題に関して、下の問い（問１〜３）に答えなさい。

日本の総人口は、2004年の１億2,784万人をピークに減少しており、2017年１月

１日現在では、１億2,686万人となり、2050年には9,515万人、2100年には4,771万

人となると予測されている。
ⓐ
年齢別にみると、14歳以下の若年人口は、2005年の

1,759万人から2050年には821万人に減少し、15歳から64歳までの生産年齢人口も

8,442万人から4,930万人に減少すると予測されている。

このように急激に人口が減少する理由としては、少子化の進行が挙げられる。子

どもの出生率は、一人の女性が一生のうちに生む子どもの平均数である、合計特殊

出生率で表すことができ、第二次大戦後の第一次ベビーブーム期には4.0を越えて

いた時期もあるが、1950年代後半には2.0前後となり、1975年に1.91を記録して以

降、一貫して下落、2005年に1.26という最低値を記録したが、それ以降1.44にまで

回復している。
ⓑ
こうした少子化の背景にはさまざまな要因が考えられている。

人口減少において、経済や社会への影響が大きいのは、15歳から64歳の生産人口

の減少が大きいことである。このことは日本の労働力人口の減少につながり、経済

成長にもマイナスの影響を与えるものとされる。これに対して、労働力人口の維持

のために、退職年齢の引上げによる高齢者の労働力の活用や、子育て期にある女性

の労働力率の向上、外国人労働力の受入れなどの対策が考えられているが、
ⓒ
外国

人労働力の受入れについては、政策的な合意形成が、日本では不十分であるといっ

た指摘もある。
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問１ 下線部ⓐに関して、次の�〜�は、人口の年齢別構成を示した人口ピラミッ

ドを示している。それぞれの形状について、名称を記入し、どのような人口の

状況にあることを示しているか、最も適当な説明を下の①〜⑤のうちから一つ

選びなさい。また、下のＡ〜Ｇの国が、2016年末現在、どの形状の人口ピラ

ミッドにあるか、�〜�から選びなさい。

ア イ ウ

歳
00
151515
202020

505050

656565

55

歳
00
151515
202020

505050

656565

55

歳
00
151515
202020

505050

656565

55

【人口の状況についての説明】

① 子どもがたくさんいて高齢者が少ない状況で、多産多死の社会的状況であ

る。

② 一旦減少した出生率が回復して、子どもの数が増えた状況である。

③ 人口の増減がなく、停滞している状況である。

④ 生産人口が流出して、高齢者と若年層が多く残った状態である。

⑤ 出生数の減少により、自然増加が減少した状態である。

【国名】

Ａ エチオピア Ｂ メキシコ Ｃ オーストラリア Ｄ 日本

Ｅ パキスタン Ｆ アメリカ合衆国 Ｇ イタリア

問２ 下線部ⓑに関して、わが国の1980年代以降の少子化の原因について、以下の

キーワードの中から５つ以上を用いて180字以内で説明しなさい。

【キーワード】

出産、育児、長時間労働、雇用、経済的負担、第二次ベビーブーム、戸籍制度、

一極集中、バブル経済、社会的増減
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問３ 下線部ⓒに関して、人口が減少する中で、労働力としての移民の受入れにつ

いては、日本でも、さまざまな観点から賛否両論が展開されている。日本や海

外の移民問題に関する別紙【別紙資料①〜③】を読み、今後、日本はどのような

移民政策を採るべきか、Ⓐ移民の積極的受入れに賛成の立場、Ⓑ移民の積極的

受入れに反対の立場のいずれかを選択し、その立場から300字程度で論じなさ

い。
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【
別
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年
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号
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【
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【
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】
平
沢
さ
わ
み
「
外
国
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」
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0
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年
1
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3
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0
1
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年
１
月
７
日
号
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(下 書 き 用 紙)

試験問題は次に続く。
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第２問 【資料１〜４】に関して、下の問い（問１〜２）に答えなさい。

【資料１】

会社の中で、株式会社の形態をとるものは圧倒的に多い。その法的な特徴として、

株主の有限責任、
ⓐ
所有と経営の分離、

ⓑ
株式の譲渡性などがあげられる。所有と

経営は株主と経営者がそれぞれの役割を担っていて、中小企業を除くと株主が経営

者も兼ねることは少ない。とくに大企業では多くの一般投資家が株主となり、株式

の譲渡に制限が設けられずに、証券取引所で株式が一般投資家間で自由に売買され

ているものが多い。

【資料２】 所有と経営の分離と経営努力

株主は所有している会社の経営を経営者に任せているが、経営者は必ずしも株主

のために利益が上がるように経営努力するとは限らないという問題が生じうる。経

営者がどれほど努力しているかを株主が知りえるのであればこのような問題は生じ

ないが、
ⓒ
株主は経営者を常に監視できる訳ではないので、経営者が努力をしてい

るかどうかが分からない。

しかし、株主は会社が利益を上げたかどうかを決算報告で知ることができるので、

経営者に努力をしてもらうために、利益に応じて経営者に報酬を与える仕組みが考

えられる。簡単な数値例を、下図に沿って考えてみよう。株主は経営が成功して利

益が上がったときは経営者に50円の報酬を与え、失敗したときは報酬がないことを

経営者に提示して経営を依頼する。もし経営者が努力をすると成功の確率が0.8あ

り、失敗する確率は0.2しかない。ただし経営者にとって努力は苦痛であり、それ

は30円の負担に相当するとする。経営者が努力を怠ると経営に成功する確率は0.4

に下がるが、努力の負担はない。

経営者が努力するかどうかは損得で判断するが、成功するかどうかが不確実なの

で、損得の期待値で判断する必要がある。経営者が努力する場合、0.8の確率で50

円の報酬をもらい、0.2の確率で報酬はもらえない。つまり、得られる報酬の期待

値は0.8×50円＋0.2×0円＝40円となる。ただし、30円の負担を強いられているの

で、経営者の損得の期待値は40円−30円＝10円となる。同様に、努力しない場合、
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報酬の期待値は40円よりも低く ｄ 円、損得の期待値は10円よりも高く ｅ 円と

なる。結局、経営者は ｆ ので、努力しない。

そこで、経営者に努力してもらうように報酬を増やす必要があり、この例では75

円を超える報酬を設定する必要がある。経営者の努力の負担は30円でしかないのに、

努力をしてもらうために株主はその30円を埋め合わせるだけでは不十分で、75円超

も払わなければいけない。この差額45円超は、所有と経営が分離していることに

よって発生するコストと考えることができる。

成功
経営者が
努力する

経営者が
努力しない

失敗

成功

失敗

株
主
が
経
営
者

に
経
営
を
依
頼

報酬 確率
報酬の

期待値

努力の

負担

経営者の損

得の期待値

50 0.8

40 30 10

0 0.2

50 0.4

ｄ 0 ｅ

0 0.6

【資料３】

株価は株式市場での取引で決まるが、売る側も買う側も株式に本来どれほどの価

値があるのかを考えて取引をするので、株式本来の価値は株価を大きく左右する。

では、株式本来の価値はいくらなのか。それは、理論的に次のように決まるとする

考え方がある。

P＝
D

r＋e

Pは株式本来の価値である。Dは将来にわたって毎年得られると予想される配当

金である。rは比較的安全な金融商品の利子率であり、ここでは国債の利子率とし

よう。eはこの株式会社のリスクであり、これについては以下で説明する。

この式の意味を直感的に理解するために、つぎのように書き換えてみよう。
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(r＋e)P＝D

P円の国債を購入すると、毎年 rP円を利息としてもらえる。しかし、国債と異

なり株式の場合は、その株式会社が倒産したりするリスクがあるために、rP円よ

り多くの(r＋e)P円だけの配当金 D円をもらえないと株式を購入する魅力がない。

このように国債の利子率 rに上乗せする部分が、株式会社のリスク eである。

【資料４】 日経平均株価指数の推移

（出典：「日経 NEEDSマクロ」により作成）

（円）

（年)

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
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問１ 【資料１】の下線部ⓐ「所有と経営の分離」は株式会社の大きなメリットであ

る一方で、株主が経営者を兼ねない場合、【資料２】のような問題が生じる。

⑴ 【資料２】の空欄 ｄ と ｅ に入る数字を計算して答えなさい。

⑵ 結論として経営者が努力しない理由を考え、【資料２】の空欄 ｆ に適

切な文を入れなさい。

⑶ 【資料２】の問題が生じる前提として【資料２】下線部ⓒのような状況があり、

この状況を軽減する工夫が株式会社にはいくつかある。下線部ⓒの状況の軽

減に最もつながりにくいものを、次の①〜④のうちから一つ選びなさい。

① 株主総会の開催

② 社外取締役の設置

③ 監査役の設置

④ 企業情報の開示（ディスクロージャー）の促進
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問２ 【資料１】の下線部ⓑ「株式の譲渡性」により、一部の株式会社の株式は株式

市場で活発に売買され、株価が日々変動している。株価についての【資料３】を

読み、つぎの問に答えなさい。

⑴ 日本の株式会社の株価が上昇する要因になる可能性が最も低いものを、次

の①〜④のうちから一つ選びなさい。

① その株式会社が有望な新プロジェクトを発表する。

② 日本経済の景気が良くなることが予想されている。

③ 日本経済の先行き不透明感が後退する。

④ 日本銀行が金融引締めを行う。

⑵ 【資料４】をみると、日本の株価は2008年に急落し、その後徐々に回復して

きている。なぜこのように急落したのか、2008年に起こった事柄と【資料３】

の内容を結びつけて100字以内で答えなさい。
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(下 書 き 用 紙)

試験問題は次に続く。
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第３問 日本の立法過程と選挙に関して、下の問い（問１〜３）に答えなさい。

問１ 日本の国会は、衆議院と参議院の両院によって構成されている。このように、

それぞれ独立して意思決定を行う二つの議院から一つの議会が構成される制度

のことを、一般に二院制と呼ぶ。日本の国会の二院制に対しては、いわゆる

「ねじれ国会」という事態を生みだすことにより、国政の重要課題に関する決

定が先送りされる「決められない政治」の原因となっているとの批判が向けら

れることもある。しかし、立法府において二院制を採用している国家は日本以

外にも多数存在しており、その具体的な形態も各国の国情を反映して様々であ

る。二院制の具体的な形態は、民主的に選出された代表者から構成される第一

院に対して、第二院がどのような組織原理にもとづいて構成されるかによって、

大きく次の３つのタイプに分類される（川岸令和ほか著『憲法〔第４版〕』、青

林書院、2016年、280−281頁）。


 君主もしくは政府によって第二院の代表者が任命されるタイプ

例：大日本帝国憲法下の日本の貴族院／衆議院

� 連邦国家において、連邦全体の意思を代表する第一院に対して、各連邦構

成国（州）の意思を代表する第二院が対峙するタイプ

例：アメリカ合衆国の上院／下院

� 非連邦国家において、君主もしくは政府による任命ではなく、選挙等の手

続きによって第二院が構成されるタイプ

例：日本国憲法下の日本の参議院／衆議院
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これら３つのタイプのいずれにも共通すると考えられる二院制の意義として、

最も適当なものを、次の①〜⑤のうちから一つ選びなさい。

① 第一院による軽率な決定や過誤を回避することが期待される。

② 政府（執行府）の政策運営に対するチェック機能を第二院が担うことが期

待される。

③ 政治情勢の変化に対応して、専門的な知識に基づいた効果的な法律を成立

させることが期待される。

④ 国内の各地方の利害や民族的マイノリティの利害を立法過程に反映させる

ことが期待される。

⑤ その時々の多数派勢力の意向によって政策決定が左右されることを防ぐこ

とが期待される。
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問２ 日本の国会における法案審議は、大まかにいって、衆議院・参議院の委員会

での審査を経て、本会議での審議にかけられ採決されるという流れで進められ

る。こうした法案審議のプロセスにおいて、法案に関する質問を行う時間を与

野党各党派に対してそれぞれ一定の比率で配分するルールが、慣行として確立

されてきた。しかし、この質問時間の配分をめぐって、現在、様々な意見が出

ている。

【資料１】は、麻生太郎内閣から安倍晋三内閣（第２次・第３次）までの各内

閣の下で行われた主な衆議院予算委員会での集中審議の際に、与野党に対して

配分された質問時間の比率を示した図である。この図からは、与野党各党派の

議席数と正確には比例しない形で質問時間が配分されてきたことが推察される。

なぜこのような配分方式が慣行として確立されてきたのか。その理由として考

えられることを80字以内で記しなさい。
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【資料１】 衆議院予算委員会の集中審議における与野党

の質問時間の比率

（出典：『朝日新聞』（朝刊 2017年10月31日）により作成）
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問３ 立法過程に対して有権者が影響を及ぼすための制度的回路の一つが、選挙に

おける投票である。有権者がどのようにして投票先を選択するのかを説明する

理論モデルはいくつか存在するが、そのうちの一つとして、アメリカの政治学

者Ｍ・フィオリーナが確立した業績評価投票モデルがある（M. P. Fiorina,

Retrospective Voting in American National Election, Yale University Press,

1981.）。業績評価投票とは、政府の過去の業績の良し悪しに関する情報にもと

づいて、有権者が投票する対象（候補者もしくは政党）を選択することをいう。

ここでは、過去約45年間の日本における政府の経済政策面での業績と、有権

者の投票選択との関係を考察してみたい。【資料２】は、第32回衆議院議員総選

挙（1969年）以降の経済成長率と衆院選実施時点での政権与党（第１党）の得

票率を並記した数値表である。この数値表における経済成長率は、衆院選が実

施された年の前
﹅

年
﹅

の年率実質 GDP（国内総生産）成長率の数値を指す。

⒜ 【資料２】に基づいて、経済成長率と政権与党（第１党）得票率との間の関

係を、解答用紙の所定欄（方眼紙状の欄）上に図示しなさい。

⒝ ⒜で作成した図を踏まえると、政府の経済政策面における業績と有権者の

投票選択との間には、どのような関係が成立していると考えられるか。解答

欄の「⒜の図からは、」という書き出しに続くように、120字以内で記しなさ

い。
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衆議院議員総選挙（実施年月日） 経済成長率 得票率

第32回総選挙（1969年12月27日） 11.9％ 49％

第33回総選挙（1972年12月10日） 4.4％ 47％

第34回総選挙（1976年12月５日） 3.1％ 42％

第35回総選挙（1979年10月７日） 5.3％ 45％

第36回総選挙（1980年６月22日） 5.5％ 48％

第37回総選挙（1983年12月18日） 3.1％ 46％

第38回総選挙（1986年７月６日） 6.2％ 49％

第39回総選挙（1990年２月18日） 5.4％ 46％

第40回総選挙（1993年７月18日） 0.9％ 37％

第41回総選挙（1996年10月20日） 2.7％ 39％

第42回総選挙（2000年６月25日） 0.7％ 41％

第43回総選挙（2003年11月９日） 0.9％ 44％

第44回総選挙（2005年９月11日） 1.5％ 48％

第45回総選挙（2009年８月30日） −3.5％ 39％

第46回総選挙（2012年12月16日） 0.5％ 23％

第47回総選挙（2014年12月14日） 2.6％ 48％

※１：経済成長率は、衆議院議員総選挙が実施された年の前年の年

率実質 GDP成長率。

※２：政権与党（第１党）得票率は、第41回以降は小選挙区のみの

数値。

（出典：内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算」、総務省自治行政

局選挙部管理課「衆議院議員総選挙・最高裁判所裁判官審査結果調」に

より作成。なお、経済成長率（年率実質 GDP成長率）の数値は、第37

回総選挙までは平成２年基準、第38回から第40回までは平成17年基準、

第41回以降は平成23年基準のデータを使用している。）

【資料２】 経済成長率（年率実質 GDP成長率）と政権与党（第１

党）得票率
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第４問 以下の文Ａ〜Ｃは、日本の財政について述べたものである。下の問い（問

１〜４）に答えなさい。

Ａ：【図１】に示された一般会計予算の内訳と推移を見ると、歳入が国債に依存する

状態が続いているため、その償還と利払いのための国債費と社会保障関係費と

で歳出の半分を超えていることが分かる。社会保障関係費は、（ ）ア のた

め、新規の事業がなくともその増加を止めることは困難である。また金利が上

昇した場合、国債の利払い負担が増加することが懸念される。

Ｂ：国や地方公共団体の歳入を支えるのは租税である。租税には国税と地方税があ

り、国税の主なものには、所得税、法人税、消費税などがある。所得税・法人

税は税収が景気の動向に左右されやすいのに対し、消費税の税収は安定してい

る。また
ⓐ
消費税には水平的な公平性がある一方で逆進性があり、所得税に

は垂直的な公平性がある一方で水平的な公平性が乏しい等の違いがある。

Ｃ：
ⓑ
ベーシックインカムとは、年齢や性別、所得、資産の多寡や、職の有無を

問わず、すべての個人に対して最低限の所得補償を無条件に与える制度である。

その代り、社会保障給付金として現金給付される部分や、現行制度のもとで生

活保障のために実施されている各種所得控除は廃止される。不足する財源は、

租税の引き上げにより調達される。
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【図１】 一般会計予算の内訳と推移

（出典：矢野恒太記念会編『日本国勢図会』（2015／16年版）などにより作成）

2015年度
（単位 ％）

建設公債
6.2 0 20 40 60 80 100

1970年度

1980年度

1990年度

2000年度

2015年度

租税・
印紙収入
56.6

租税・
印紙収入
56.6

租税・
印紙収入
56.6

15.815.815.8

19.419.419.4

17.517.517.5

19.719.719.7 25.825.825.8 17.617.617.6 11.111.111.1 7.77.77.7 5.85.85.8 12.312.312.3

14.514.514.56.36.36.37.77.77.79.49.49.423.123.123.121.621.621.6

12.512.512.5 17.317.317.3 15.615.615.6 10.610.610.6 19.419.419.45.25.25.2

32.732.732.7 24.324.324.3 16.016.016.0 6.26.26.2 5.65.65.6 5.25.25.2 10.010.010.0

21.621.621.6 11.411.411.4 7.27.27.2公共事業関係費
28.0

公共事業関係費
28.0

公共事業関係費
28.0

その他
12.5
その他
12.5
その他
12.5

（単位 ％）（単位 ％）
防衛関係費防衛関係費地方交付税交付金等地方交付税交付金等

文教及び科学振興費文教及び科学振興費国債費 3.5国債費 3.5
社会保障関係費社会保障関係費

〈一般会計予算の歳入の内訳〉〈一般会計予算の歳入の内訳〉 〈一般会計予算の歳出の推移〉〈一般会計予算の歳出の推移〉

特別公債
32.0

特別公債
32.0

特別公債
32.0

その他
5.1

その他
5.1

その他
5.1

総額
96兆

3,420億円

総額
96兆

3,420億円

総額
96兆

3,420億円

問１ 空欄（ ）ア に入るもっとも適切な語を答えなさい。

問２ 下線部ⓐについて、消費税に逆進性があるとされる理由を説明しなさい。た

だし説明では、以下の【表１】に示される数値例を用いること。また消費税率は

８％であるとする。

家計 各家計の可処分所得（万円） 各家計の消費支出（万円）

Ａ 100 100

Ｂ 300 200

Ｃ 500 300

【表１】 代表的な家計における可処分所得と消費支出の関係
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問３ 以下の文章は、下線部ⓑの政策を実行する場合の試算を行ったものである。

空欄（ ）あ 〜（ ）う に最も適当と思われるものを、次の①〜④のうち

から一つ選びなさい。

仮に、ベーシックインカム額を１人あたり月額７万円としてみよう。このと

き、年間に必要となるベーシックインカムの総額は（ ）あ 兆円程度になる。

2015年度の社会保障費の全額をベーシックインカムの財源とし、各種所得控除

については考えないものとすれば、不足額はおよそ（ ）い 兆円である。

2015年度の所得税収を20兆円、給与総額を200兆円とすれば、所得税のみに

よって不足額を賄う場合には、税率を平均して（ ）う ％に引き上げること

になる。

（ ）あ ① 50 ② 100 ③ 150 ④ 200

（ ）い ① 10 ② 30 ③ 50 ④ 70

（ ）う ① 20 ② 45 ③ 70 ④ 95

問４ 次の①〜④のうち正しい内容を述べているものを一つ選びなさい。

① 【図１】に示された一般会計予算の歳出推移より、2000年度に比較して2015

年度では国債費の額が減少していることが分かる。

② 国債の発行残高が上昇すると、貯蓄が国債に向かうため、利子率が上昇す

る傾向がある。

③ ベーシックインカム制度では、垂直的公平性は保たれるが水平的公平性は

保たれない。

④ ベーシックインカム制度には、所得が最低水準を下回った場合に公的扶助

から給付が行われる現行の社会保障制度に比べると、働く者のインセンティ

ブが損なわれる問題がある。
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(下 書 き 用 紙)
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試行試験問題 公 共【解答用紙】

被験者番号 第１問合計

問１

第１問

問１

【名 称】

� � �

【人口の状況についての説明】

� � �

【国名】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

問２

問３

問２

問３

１／４
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試行試験問題 公 共【解答用紙】

被験者番号

第２問

問１

⑴ ⒟ ⒠

⑵

⑶

第２問合計

問１

問２

２／４

問２

⑴

⑵
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試行試験問題 公 共【解答用紙】

被験者番号 第３問合計

問１

第３問

問２

問３

３／４

問１

問２

問３

⒜
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試行試験問題 公 共【解答用紙】

被験者番号

第４問

第４問合計

問１

問２

問３

問４

４／４

問１

問２

問３ �： �： �：

問４
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試行試験問題 公 共【解答用紙】

被験者番号 第１問合計

問１

第１問

問１

【名 称】

� � �

【人口の状況についての説明】

� �

【国名】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

問２

問３

問２

問３

１／４

�
13

10

30
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試行試験問題 公 共【解答用紙】

被験者番号

第２問

問１

⑴ ⒟ ⒠

⑵

⑶

第２問合計

問１

問２

２／４

問２

⑴

⑵

20

10

10
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試行試験問題 公 共【解答用紙】

被験者番号 第３問合計

問１

第３問

問２

問３

３／４

問１

問２

問３

⒜
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試行試験問題 公 共【解答用紙】

被験者番号

第４問

第４問合計

問１

問２

問３

問４

４／４

問１

問２

問３ �： �： �：

問４

5.3 4.8

20

118
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281  
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124



ⓐ
労働基準法では、１週間の労働時間の上限は40時間、１日の労働時間の上限

は８時間と定められている（労働基準法32条）。企業がそれを上回る労働（時間外

労働）をさせる場合には、当該事業場において、労働者の過半数で組織する
ⓑ
労

働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合が

ない場合においては労働者の過半数を代表する者との間で労使協定（この協定は、

労働基準法36条にもとづいて締結する協定であるので、「三六協定」と呼ばれる）

を締結して、労働基準監督署長に届け出なければならない。

さらに、時間外労働に対しては、２割５分以上の
ⓒ
割増賃金も支払わなければ

ならず、１か月の時間外労働が60時間を超える場合には割増率は５割以上となる

（労働基準法37条）。

こうした労働時間規制の主たる目的は、労働者の健康確保にある。簡単に言うと、

労働時間が短いほうが、労働者の保護につながるということである。しかし、日本

の労働者は働き過ぎで、何らかの健康障害を抱えていることが多い。「過労死」と

いう言葉も、すっかり日本社会に定着した。こう見ると、
ⓓ
日本の労働時間規制は、

十分に機能していないのではないかという疑問がわく。

経済学では、労働は苦役であって、労働者はできれば労働時間を減らしたいと考

えて、総所得が高まり生活に余裕ができると余暇への需要は高まると仮定する。総

時間は時代や個人間で異なることはないから、時間当たり賃金が上がると総所得は

増えて余暇への需要量が増え、労働時間は短くなる傾向にある。他方、時間当たり

賃金が高くなると、余暇時間を買うために犠牲にしなければいけない賃金が増える

ので、余暇への需要量が減り、労働時間が長くなる傾向もある。つまり理論上は、

時間当たり賃金が上がると、豊かになって労働時間が減る効果と、稼げるようにな

るので労働時間が増える効果、という
ⓔ
相反する２つの効果があるといえる。

（出典：大内信哉・川口大司『法と経済で読み解く雇用の世界』（有斐閣、2012

年）より作成）
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第２問 労働をめぐる問題に関して、下の問い（問１〜６）に答えなさい。



問１ 下線部ⓐについて、労働基準法は、労働時間、賃金、休日などの最低基準を

定める法律であるが、なぜ、このような法律が必要なのか。次の語句をすべて

使用して、この法律が制定された理由を80字以内で説明しなさい。

①企業と労働者、②不均衡、③契約締結の自由

問２ 下線部ⓑについて、労働者の団結権等を保障している労働組合法に関する次

の①〜④の記述のうち、正しいものをすべて選びなさい。

① 日本における労働組合の形態として一般的であるのは職業別組合であり、

労働組合法は、労働組合について、職業別に異なった取り扱いをしている。

② 労働組合に属する労働者がストライキをしたことを理由に、使用者がその

労働者のストライキ期間中の賃金をカットしたとしても、不当労働行為とな

るわけではない。

③ 同一企業内に、多数の労働者で構成される労働組合と少数の者しか加入し

ていない労働組合が併存している場合、使用者は、少数の組合との団体交渉

に応じる義務を負わない。

④ 使用者が労働者を採用する際に、労働組合に入らないことを条件にするこ

とは、不当労働行為として禁止されている。

― 13 ―

126



問３ 下線部ⓒについて、企業が時間外労働に対して、割増賃金を支払わなければ

ならない状況において、１人の人間がまとまった時間働かないと成果が出ない

ような種類の仕事で、かつ、採用活動や新しい人を訓練するためのコストが大

きい場合、割増賃金が引き上げられると、経済学的にみてどのようなことが生

ずるか。最も可能性が低いものを、次の①〜④のうちから一つ選びなさい。

① 企業は、機械化・IT化を進め、時間当たりの労働生産性を高めることを

促進する（労働時間から資本への代替）。

② 企業は、人件費が高くても割に合う収益率の高い事業だけを残して事業規

模を縮小する（規模の縮小）。

③ 企業は、職能給など能力主義・成果主義にもとづく賃金体系を実施する

（賃金体系の見直し）。

④ 企業は、１人当たりの労働時間を減少させてワークシェアリングを促進す

る（労働時間から人数への代替）。

問４ 下線部ⓓについて、日本の労働時間規制が十分に機能していないとすれば、

それはなぜなのか。最も適当な理由を、次の①〜④のうちから一つ選びなさい。

① 三六協定が締結されており、時間外の割増賃金が支払われるとしても、総

労働時間の規制がなく、また、労働者も時間外の割増賃金（残業代）を考慮

に入れて、生活設計をしているから。

② 日本の社会保障の国民負担率は、スウェーデン、ノルウェーに次いで高く、

その負担のために、労働時間の上限を超えて働き、割増賃金をもらう必要が

あるから。

③ 2000年以降は、裁量労働制を導入する企業が多数となり、労働時間規制が

無意味なものとなっているから。

④ 会社は労働者の健康や安全に対して配慮する義務（安全配慮義務）を負っ

ているものの、労働者の健康に関する情報は個人のプライバシーに関わるも

のであり、個々の労働者が過労状態かどうか判断することが困難であるから。
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問５ 下線部ⓔについて、次頁の【グラフ】および【表】にもとづいて、最も適当なも

のを、次の①〜④のうちから一つ選びなさい。

① 各国の時間当たりの賃金が上昇すれば、より多く働くことによって所得が

増えるのであるから、一般的に労働時間は長くなる。

② 日本は、他の国に比べて時間当たりの賃金が高いにもかかわらず、総労働

時間も多く、日本については、時間当たりの賃金の上昇が労働時間の増加を

もたらしているといえる。

③ 各国の時間当たりの賃金が上昇すれば、余暇に対する需要量が増えて、労

働時間が短くなる傾向にある。

④ 各国の時間当たり賃金の変化と年間総労働時間の間には相関関係はなく、

総労働時間は、時間当たり賃金の上昇とは別の要因で定まっている。
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【グラフ】 年間総労働時間の国際比較

（出典：「労働統計要覧」により作成）

ドイツドイツドイツフランスフランスフランス

アメリカアメリカアメリカ スウェーデンスウェーデンスウェーデンイギリスイギリスイギリス

日本日本日本

韓国韓国韓国

14年

（時間）

100520009590851980

1400

1600

1800

2000

2200

2400

2800

3000

（2010年＝100）

2000年 2005年 2008年 2010年 2012年 2014年

日本 99.3 103 104 100 101.4 103.1

アメリカ 77 89 95.4 100 102.5 105.1

カナダ 83.5 93.8 100.4 100 106.1 107

イギリス 70.4 85.2 94.8 100 103.2 107.8

ドイツ 84 91.6 96.2 100 105.5 111.1

フランス 75.4 88.2 96.2 100 105 108.8

イタリア 75.6 85.8 94.3 100 104.9 109.7

デンマーク 70.2 84.8 94.8 100 104.1 107.1

スウェーデン 73.9 85.6 95.1 100 106.5 111.2

ノルウェー 63.4 79.1 92.5 100 109.1 116.1

スペイン 66.7 82.5 94 100 104.6 106.8

台湾 87.5 99.1 104.3 100 106.1 109.3

韓国 52.5 80.6 89.7 100 108 118

（出典：「OECD Database �Hourly Earnings�」により作成）

【表】 時間当たり実賃金指数（製造業）
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問６ 以下の文章を読み、筆者の問題意識にもとづいて、日本の成果主義賃金制度

の問題点を明らかにしたうえで、これをどのように改めていくべきか、150字

以内で答えなさい。

1950年代から1960年代は、使用者側と政府が同一労働同一賃金原則に基づく

職務給を唱道した時代です。しかし、企業レベルで実際に進められた賃金制度

は、職務給化というスローガンは掲げながら、その基盤となるべき職務分析は

ほとんど行われず、むしろ人事考課に基づく能力給への傾向を示していました。

この意識のずれに、日経連が考え方を転換するという形で決着がつけられた

のが、上述の1969年の報告書『能力主義管理 その理論と実践』でした。こ

の報告書の考え方に基づいて、この時期に確立した日本の人事労務管理の基本

的な枠組みが職能資格制度です。そこでは、賃金は職能資格として格付けされ

た職務遂行能力に従って決定されます。問題はこの「職務遂行能力」です。こ

れは人事考課によって査定されますが、この人事考課は、能力考課、情意考課、

業績考課からなります。このうち少なくとも前二者は主観的なものです。とい

うのは、意欲や態度を評価する情意考課だけでなく、能力考課もその労働者の

顕在的能力ではなく潜在的能力を評価するということになっているからです。

潜在的能力というのは客観的に判定しがたく、結果的に勤続年数が長ければ潜

在能力が高まっているという評価をすることが多くなります。しかも、実際の

運用では、特に下位の資格については、ある資格に一定期間在籍することが昇

格の条件となることが多く、この面からもかなりの程度年功的な運用となって

いきました。

1990年代以降は成果主義がもてはやされました。成果主義賃金制度も査定に

よって賃金を決定しますが、成果主義では賃金決定における年齢や勤続年数と

いった要素は否定されています。職能資格制度における能力評価基準が主とし

て潜在的能力であったのに対して、成果主義における能力評価は成果や業績と

いう形で現れた顕在的能力を意味するのです。職能資格制度が長期的な観点か

らの能力の蓄積を重視し、従って昇格の早い遅いはあっても基本的に降級降格

はないのに対して、成果主義は短期的な観点から労働者の市場現在価値を重視
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し、それゆえ査定結果は累積させず、年度ごとの評価で昇給昇格することもあ

れば、降級降格することもあるということになります。

従って、年功制の否定というのが成果主義の中心になるわけですが、その

ベースになるべき評価基準は明確ではありません。欧米の成果給はその基本に

職務給が明確に存在しており、その上で職務ごとに期待される成果がどの程度

達成されたかを査定して個別賃金が決定されるのです。しかし、日本で導入さ

れた成果主義賃金は決して職務給ではなく、むしろ現在の職能資格を職務等級

に括り直しただけというものが多いようです。現実の日本の人事労務管理は職

務ベースで行われているわけではないので、成果主義といっても職能給マイナ

ス年功制でしかないのが実態でしょう。しかしそれでは、成果主義とは査定の

裁量幅の拡大に過ぎません。実際には、企業による成果主義の導入は、成果主

義だからといってむりやり目標を設定し、その目標を達成していないという理

由によってとりわけ中高年層の高賃金を切り下げる手段になってしまったよう

にも思われます。そのため、2000年代半ばから成果主義に対する批判が噴出し

てきました。

（出典：濱口桂一郎『日本の雇用と労働法』（日経文庫、2011年）により作

成）
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(下 書 き 用 紙)

試験問題は次に続く。
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第３問 地球温暖化問題に関して、下の問い（問１〜４）に答えなさい。

問１ 地球温暖化問題がなぜ生じるのかを説明するための一つの仮説として、アメ

リカの生物学者Ｇ・ハーディンが提唱した「コモンズ（共有地）の悲劇」があ

る（Garrett Hardin, ʻThe Tragedy of Commonsʼ, Science, Vol. 162, No. 3859,

pp. 1243−1248.）。この「コモンズ（共有地）の悲劇」という仮説は、酪農業

におけるコモンズ（共有地）の例に即して説明されることが多い。だが、この

仮説はしばしば、大気汚染や水質汚染の問題から、電波の利用や知的財産権を

めぐる問題に至るまで、さまざまなトピックにも応用される。

次の１〜３は、家畜放牧のための牧草地がコモンズ（共有地）とされる典型

例における「悲劇」のシナリオである。

１ コモンズ（共有地）である牧草地に複数の農民が牛を放牧する。

２ 各農民は、自己の利益の最大化を求めてより多くの牛を放牧する。

３ その結果、牧草地は荒廃し、すべての農民が被害を受けることになる。

上のシナリオのような「悲劇」が起こる原因として考えられるコモンズ（共

有地）の性質とは何か。30字以内で記しなさい。
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問２ 地球温暖化にともなう気候変動抑制を目的とした新たな国際的枠組みとして、

2015年12月に第21回気候変動枠組条約締約国会議（COP21）において、気候

変動に関する国際的な協定「パリ協定」が採択された。パリ協定の前文では、

同協定の原則の一つとして、「各国の異なる事情に照らした共通に有している

が差異ある責任及び各国の能力に関する原則」が挙げられている。この「共通

だが差異ある責任」の原則は、地球温暖化問題をはじめとする地球環境問題へ

の国際的な取組みのなかで、先進国対開発途上国という対立構図を背景として

確立されてきたといわれる。この先進国対開発途上国という対立構図に関して、

【資料１】、【資料２】をふまえつつ、開発途上国側の主張として推定されるもの

を次の①〜⑤のうちから二つ選びなさい。

① 現在の地球温暖化が引き起こされたことの責任の所在は、長期的な歴史的

観点からみて特定されるはずである。

② 地球温暖化は、二酸化炭素をはじめとする人為起源の温室効果ガスよりも、

太陽活動など自然要因の影響がはるかに大きい。

③ 地球温暖化対策の推進と経済成長はどちらも重要であり、これら二つの目

標をどのように調和的に実現するかが課題である。

④ 現在、開発途上国では、急速な経済発展にともない二酸化炭素をふくむ温

室効果ガスの排出量が急増しており、その影響は無視できない。

⑤ 温室効果ガス排出量をどのように抑制すべきかを考える際、各国の国民一

人当たりの排出量ではなく、国別の排出割合に着目すべきである。

― 21 ―

134



【資料１】 世界の CO2排出量（燃料、セメント、フレアおよび林業・

土地利用起源）

（出典：「IPCC第５次評価報告書WG3 Figure TS.2」により作成)
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（出典：「EDMCエネルギー・経済統計要覧 2017年版」により作成)
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問３ パリ協定は広義の条約の一種であるが、条約がある国家に対して効力を及ぼ

すようになる（ある国家が条約の規定に拘束されるようになる）ためには、通

例、その国家の憲法において定められた一定の手続きに従って条約を承認する

ことが求められる。条約の効力発生のために、なぜ「その国家の憲法において

定められた一定の手続きに従って条約を承認すること」が求められるのか。そ

の理由を、「主権国家」、「国内法」、「強制力」という３つの語を用いて80字以

内で記しなさい。
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問４ 温室効果ガスの排出量を削減するための制度として、排出権取引制度が EU

（ヨーロッパ連合）をはじめとする世界各地で構築・運用され、日本国内にお

いても東京都など一部の自治体で導入されている。ここでは、排出権取引制度

の最も一般的な方式である「キャップ・アンド・トレード」について考察する。

次の文章は、「キャップ・アンド・トレード」の基本的な仕組みに関する説明

である。

⑴ まず、基準年における温室効果ガス排出量をふまえて、目標年における削

減量を決める。そのうえで、基準年の排出量から削減量を差し引いた量の排出

枠（キャップ）を設定する。

⑵ このように排出枠を設定したあとで、今度はそれを一定の方式にしたがっ

て個々の経済主体に配分する。排出枠が配分される対象となる経済主体は、理

論上、国家や企業、家庭など、様々でありうる。

⑶ 各経済主体は、経済活動を行うことにより、温室効果ガスを排出する。し

かし、当初配分された排出枠の量よりも多く排出するところもあれば、同程度

の排出ですむところ、あるいは排出枠の量よりも少ない排出しかしないところ

も出てくると見込まれる。

⑷ 実際の排出量が配分された排出枠の量を上回ると見込まれる場合、当の経

済主体には基本的に２つの選択肢がある。すなわち、１．排出枠（キャップ）

内に収まるように実際の排出量を自力で削減するか、２．他の経済主体と取引

を行い、追加の排出枠を購入するか（トレード）のどちらかである。

⑸ 一定期間が経過したのち、実際の排出量が排出枠に収まっているかどうか

を確認（マッチング）する。もし実際の排出量と排出枠の量が合致するならば、

あるいは実際の排出量の方が排出枠よりも少ないならば、当の経済主体はルー

ルを遵守したと見なされる。他方、もし実際の排出量が結局排出枠を上回って

しまうならば、当の経済主体には罰則が課せられる。

（参考：公益財団法人世界自然保護基金ジャパン HP「温室効果ガス排出量取

引／入門編」URL：https://www.wwf.or.jp/activities/2015/05/1262711.html）

― 24 ―

137



⒜ 下線部に関して、キャップ・アンド・トレード方式の下で各経済主体に

「２つの選択肢」が用意されることの意義を説明した次の文章の空欄㋐、㋑、

㋒に入る語句を、それぞれ記しなさい。ただし、㋐は20字以内、㋑は10字以

内、㋒は15字以内で記すこと。

一般に、各経済主体の間でも、㋐〔

〕の種類などによって、温室効果ガス排出量削減にかかる費用が異

なる。この状況下で他の経済主体との排出枠の取引（売買）が可能となれば、

各経済主体は、㋑〔 〕をできるだけ少なくしたいとい

う動機にもとづいて、次のように行動するであろうと想定される。かりに自

力で排出量を削減する方が他の経済主体から排出枠を購入するよりも安くす

むのであれば、自力で削減を行うであろう。他方、自力での排出量削減が高

くつくのであれば、配分された排出枠よりも㋒〔

〕と見込まれる他の経済主体から排出枠を購入するであろう。こうし

たことが繰り返される結果として、「キャップ・アンド・トレード」方式の

排出権取引制度の下では、温室効果ガス削減にともなう全体での費用が最小

化されると見込まれる。

⒝ ｢キャップ・アンド・トレード」方式の排出権取引制度をめぐっては、よ

り具体的な制度設計および運用方法に関する問題点や課題を指摘する様々な

意見が出ている。下の①〜⑥は、そのような意見の例である。①〜⑥は、そ

れぞれ、排出権取引制度のどの側面に関する意見であるのかという観点から、

大きく次のＡ・Ｂ・Ｃという３つのグループに分類して整理することができ

る。

Ａ……排出枠が配分される対象となる経済主体に関する意見

Ｂ……排出枠の配分方式（の公正性）に関する意見

Ｃ……排出量のモニタリング・検証に関する意見
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次の①〜⑥は、それぞれ、これらのＡ・Ｂ・Ｃのうち、どのグループに分

類することが適当か。解答用紙の所定欄に記しなさい。

① 製造業・エネルギー産業だけでなく、サービス業（オフィスビル、商業

店舗）も、取引制度の対象とすべきである。

② 参加企業が自社の工場・事業所を閉鎖した場合には、当初配分された排

出枠の返還が認められるべきだ。

③ 発電にともなう温室効果ガス排出については、電力会社と電力ユーザー

である個別企業の双方に規制をかけることが求められる。

④ 参加企業の過去の削減努力が反映されるような排出枠の配分方式が望ま

しい。

⑤ 制度の運用コストも考慮すると、一定規模以下の企業を制度対象外とす

べきだ。

⑥ 取引制度の対象となる企業の排出量情報を市民に公開することは、制度

の信頼性を担保するために不可欠である。
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(下 書 き 用 紙)

試験問題は次に続く。
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第４問 次の問題文を読んだうえで、下の問い（問１〜５）に答えなさい。

ドイツの社会学者ウルリッヒ・ベックは、現代社会は「リスク社会」ゆえの問題

を抱えていると指摘した。すなわち、科学技術がリスクを生み出すというリスク生

産の問題、何をリスクとみなすかというリスク定義の問題、そしてリスクがどのよ

うに分配されるかというリスク分配の問題である。

科学技術が生み出すリスクが強く認識されるようになったのは、多くの社会にお

いて工業化が進展し、それに伴う健康被害が顕在化してからのことである。その過

程では、
Ⓐ
国力の充実なくしては国民の健康な生活は成立しないため、経済発展は

国民の健康に優先するという考え方と、
Ⓑ
国民の健康が保たれなければ経済発展も

なし得ないという考え方の対立がしばしば起こる。例えば日本では、高度経済成長

期に起こった
Ⓒ
四大公害病を踏まえて1967年に Ⓓ が成立する前後の社

会的議論は、まさにこうした科学技術が生みだしたリスクの定義と分配をめぐる対

立の問題であった。そして、こうしたリスク対応様式の変化は国家の経済発展の度

合いに応じて起こる
Ⓔ
社会の意識変化によっても支えられている。現代では、リ

スクは一国の公害のレベルから、
Ⓕ
グローバルに分配されるリスクへと拡張してい

る。公害の問題は今も終わっていないが、地球環境問題に代表されるようにリスク

の不公平分配の問題はより世界的な地平に拡がっている。そこでは経済発展か健康

かという対立の次元を越えて、市民の健康な生活の維持と社会発展との間でバラン

スを採ることが求められている。
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問１ 下線部Ⓒ「四大公害病」の発生地を、次の地図からすべて選び番号で答えな

さい。

11

2244

55

66

77
88

33

問２ 空欄Ⓓにあてはまる適切な法律名を回答欄に記しなさい。
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問３⒜ 問題文中で描かれた「Ⓐ経済発展」と「Ⓑ国民の健康」をめぐる当時の議

論のうち、どちらかの立場を自由に選択して回答欄に記しなさい。

⒝ 次の選択肢は、法律Ⓓ成立に至る当時の日本の議論を示している。前問⒜

で選択した立場を支持すると思われる適切な記述をすべて選びなさい。なお、

省庁名は当時のものによる。

① 厚生省は、被害救済の原則の普遍化を主張した。

② 運輸省は、自動車の排気ガス規制の罰則案に反対した。

③ 被害者は公害と健康被害の因果関係があることを立証しなければならな

い。

④ マスメディアの多くは、企業の無過失責任を追求する論陣を張った。

⑤ 通商産業省は、工業立地適正化法案により解決可能であるとの立場を

採った。

⑥ 被害者の原状回復が最優先であり、金銭補償は次善の策である。
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問４ 下記に示すグローバル社会における現代の議論のうち、問３⒜で選択した立

場を支持する、内容の正しい選択肢をすべて選びなさい。

① 1987年に採択されたモントリオール議定書は、フロンガスの排出を抑制す

ることによってオゾンホールの拡大を抑えることに寄与した。

② 2000年に成立した循環型社会形成基本法では、拡大生産者責任の考えが採

用された。

③ 2001年に国内で発生したウシ海綿状脳症（BSE）を受け、農林水産省は

2016年まで肉牛の全頭検査をおこなった。

④ 2011年の福島第一原発事故に伴い生じた汚染による被害は、外部経済の問

題を引き起こし、現在も電力会社の責任が問われている。

⑤ 2015年に成立したパリ協定では、世界各国が温室効果ガスの排出削減・吸

収と影響緩和に取り組むことが求められた。

⑥ 2016年に成立した米国トランプ政権を支持する共和党は、地球温暖化に懐

疑的な立場を採っている。
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問５ 次の【グラフ】は、統計数理研究所が５年おきにおこなっている「国民意識調

査」の結果である（2008年調査までを記載した）。問題文の下線部Ⓔ「（リスク

観は）社会の意識変化によっても支えられている」という観点に立ち、歴史的

経緯を踏まえたうえで適切な記述をすべて選び、回答欄に番号を記しなさい。

【グラフ】 国民意識調査から：自然と人間との関係

「人間が幸福になるためには…」

（出典：統計数理研究所「国民性の研究 第12次全国調査」により作成）
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① 高度経済成長期の全体にわたって、日本国民は「自然を征服し」ても豊か

になりたい、という欲望に突き動かされていた。

② 四大公害訴訟は、「自然を征服」から「自然に従う」方向へと、国民の社

会意識を劇的に変化させた。

③ 高まり続ける「自然に従う」べきとする社会意識は、1993年に環境基本法

が成立する後押しとなった。

④ 「自然に従わなければならない」という社会意識の高まりに応えるかたち

で、2001年に公害行政が一本化され環境省が誕生した。
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⑤ 1950年代半ばからのいわゆる「原子力ブーム」は、「自然を征服する」万

能感を人々に与えた。
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第３問 以下の二つの文章を読み、下の問い（問１〜３）に答えなさい。

🄐 このように大事な憲法は、天皇陛下もこれをお守りになりますし、国務大臣も、

国会の議員も、裁判官も、みなこれを守ってゆく義務があるのです。また、日本

の国がほかの国ととりきめた約束（これを「条約」といいます）も、国と国が交

際してゆくについてできた規則（これを「国際法規」といいます）も、日本の国

は、まごころから守ってゆくということを、憲法できめました。

みなさん、あたらしい憲法は、日本国民がつくった、日本国民の憲法です。こ

れからさき、この憲法を守って、日本の国がさかえるようにしてゆこうではあり

ませんか。

（出典：『あたらしい憲法のはなし』文部省 1947年）

🄑 創設者たちの心を占めていたのは、「制限された」法による統治〔政府〕とい

う意味での立憲主義ではなかったのである｡このことでは、彼らは議論や解明の

必要すらなく意見が一致していた。イングランドの国王と議会にたいする反感が

国中で最高潮に達したときでさえ、彼らは、自分たちがやはり絶対君主ではなく

「制限君主政」を相手にしているという事実をともかく知っていた。彼らがこの

政府からの独立を宣言したとき、そして国王への忠誠を破棄したあとでは、彼ら

にとって主要な問題は、権力をどのように制限するかではなく、どのようにして

権力を樹立するかであり、政府をどのように制限するかではなく、どのように新

しい政府を創設するかということだったのである。独立宣言が出された直後、国

中をまきこんだ憲法作成の熱狂は、権力の真空が広がるのを阻止した。

（出典：Arendt, H. 1963 On Revolution, Penguin Books, p.148〔＝1995 ハンナ・

アレント著 志水速雄訳『革命について』ちくま学芸文庫 231頁〕）

問１ 下線部「「制限された」法による統治〔政府〕という意味での立憲主義」に

相当する内容を含む部分を、🄐の文章から抜き出しなさい。
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問２ 🄑の文章にある「彼ら」とは、具体的には誰のことか、史実をふまえて15字

以内で述べなさい。

問３ 🄐の文章と🄑の文章を比較し、その共通点と相違点を、200字以内で述べな

さい。
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第５問 ヨーロッパを中心とした国際関係に関して、下の問い（問１〜６）に答え

なさい。

現在の欧州連合（EU）につながるヨーロッパの統合の流れは、1950年フランス

外相シューマンの提唱によるシューマンプランによって、欧州石炭鉄鋼共同体

（ECSC）の発足が出発点であった。

1957年にはローマ条約が成立し、フランス、西ドイツ、イタリア、ベルギー、オ

ランダ、ルクセンブルクの６カ国による欧州経済共同体（EEC）と欧州原子力共

同体（EURATOM）が発足した。EECはヨーロッパに一つの経済的まとまりをも

つ共同市場を創設することを目指したが、
ⓐ
イギリスは不参加を表明、EECに対

抗して1960年には、EECに加盟していない７カ国で欧州自由貿易連合（EFTA）

を結成した。1967年、上記の３つの組織（ECSC、EEC、EURATOM）が統合さ

れて、欧州共同体（EC）が結成された。

このように、ヨーロッパは、ECに代表される経済統合を経て、通貨統合、政治

統合へと歩みを進めてきた。1993年に、単一通貨や共通外交などの枠組みを盛り込

んだ欧州連合条約（マーストリヒト条約）が発効し、人・モノ・資本・サービスの

自由移動が可能な単一市場である EUが発足した。1999年からは
ⓑ
単一通貨であ

るユーロが導入され、地域統合をさらに前進させた。

EUは現在、東欧の国々を含む28カ国体制に拡大しているが、加盟国が増えてい

くにつれて、さまざまな問題が生じている。
ⓒ
ギリシャをはじめとする一部の国々

が財政危機にみまわれ、ユーロに対する通貨不安が高まったこともその一つである。

また、2004年以降、東ヨーロッパ諸国の加盟が加速する中、一部の国々においては、

自国の主権やアイデンティティが損なわれるとの懸念が高まってきた。また、東欧

の新規加盟国からの移民の流入が増加したことに対して不満を抱く国民の声に対し、

政治的判断を迫られる国もあらわれた。イギリスでは、2016年６月に
ⓓ

EUから離

脱すべきかどうかを決める国民投票が実施された結果、僅差により離脱支持派が多

数票を獲得した。この背景には、
ⓔ

EU離脱や移民制限を政策としてかかげる
ⓕ
ポ

ピュリズム政党である「英国独立党（UKIP）」が活発な活動を展開し、国民の大

きな支持を集めたことも影響している。
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問１ 下線部ⓐに関して、当時の EEC に対してイギリスが不参加を表明し、

EFTAを結成した理由として正しいものを、次の①〜⑤のうちからすべて選

びなさい。

① イギリス連邦との経済的結びつきがあり、ヨーロッパ諸国との経済的協力

に消極的だった。

② ソ連や東欧諸国との関係が悪化することを懸念した。

③ 大陸のヨーロッパ諸国とは一線を画すという政治的姿勢をとっていたため、

EECによる一体化には同意できなかった。

④ EECの発足に際して、ベネルクス三国が主導的な立場にあったことに承

服できなかった。

⑤ EFTAによるヨーロッパの一部の国の政治的統合を目指していた。
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問２ 下線部ⓑに関して、ユーロは、EUに加盟する28カ国のうち、19カ国が採用

している共通の通貨であり、その導入によりさまざまな影響があった。ユーロ

導入前後における EU加盟各国の状況について正しいものを、次の①〜⑤のう

ちからすべて選びなさい。

① イタリアやギリシャのような経済が不安定な国において、ドイツやオラン

ダのような経済的に安定している国との競争にさらされ、国際収支は黒字か

ら赤字に転落、あるいは赤字額が増大した。

② 通貨としてのユーロの管理は、フランクフルトに本拠をおく、欧州中央銀

行（ECB）が行うようになり、単一の金融政策を決定している。

③ ユーロへの参加条件として、政府債務残高が対 GDP比で60％以内という

財政赤字に対する基準が設けられていたが、導入後の経済の活性化により、

各国ともそれを維持している。

④ 通貨が統合されたことにより、各国の経済状況が平準化され、物価上昇率

は各国でほぼ同じ率に収斂するようになった。

⑤ ユーロ導入国間の経済格差を調整するためには、ユーロ圏共通予算のよう

な仕組みを作り、経済的に不利な地域に対する助成が必要だと考えられてい

るが、2017年現在では実現していない。
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問３ 下線部ⓒに関して、下の【図表１】は、ギリシャ財政危機をうけてユーロ圏財

務相会合において決定された第三次金融支援の概要をまとめたものである。３

段目の「支援の条件」にあげられている、「年金改革」、「税制改革」、「労働市

場改革」、「民営化」のうち一つを選んで、その内容について言及し、それがギ

リシャの財政・経済改革にどのように貢献できるのかについて50字以内で説明

しなさい。

支援内容

・欧州安定化メカニズム（ESM）が３年間で総額約860億ユー

ロの融資（14年 GDP比48％）、250億ユーロの銀行支援を含

む

・第１回融資：10月までに260億ユーロ

⑴銀行の資本増強に100億ユーロ

⑵債務返済等に130億ユーロ（８月20日まで）

⑶残り30億ユーロは改革の進捗を評価後、分割支払

・第２回融資：銀行の資本増強に150億ユーロ（遅くとも11月

15日まで）

（10月の第１回レビュー後の資産査定評価（AQR）及びストレ

ステスト注１の終了後に実施）

債務再編

・債務の持続可能性の評価は、欧州委員会が EUと実施

・債務カットは実施しないが、今秋までに行われる評価後に必

要であれば追加措置（返済期間の延長等）を検討

支援の条件

・年金改革

・税制改革

・労働市場改革

・民営化

（出典：内閣府「世界経済の潮流 2015年Ⅱ」により作成）

注１：金融機関の経営などが、健全で安定した状態であるかどうかについて確認するため

に実施するもので、健全性検査ともいう。

【図表１】 ギリシャ第三次支援プログラムの概要

― 23 ―

152



問４ 下線部ⓓに関して、下の【図表２】は、その離脱・残留票の分布を、年齢別・

地域別にまとめたものである。２つの図表を参考に、国民投票で離脱派が多数

票を獲得した背景を以下のキーワードをすべて用いて70字以内で説明しなさい。

【キーワード】

グローバル化、国家主権、保守性、首都圏住民、若年層、高齢者層

【図表２】 イギリス国民投票における年齢別・地域別票分布

（出典：世界経済の潮流 2016年Ⅰ〔内閣府〕により作成）
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問５ 下線部ⓔに関して、イギリスの EU離脱について述べた以下のａ〜ｇの内容

が正しければ①を、誤っていれば②を、記入しなさい。

ａ．EUからの離脱は、EUからの脱退条項を定めた EU憲法によって加盟国

に認められた権利であるが、この権利を行使したのは、イギリスが初めてで

あった。

ｂ．イギリスは、EUからの離脱を決定したが、同国の中でも一定の自治権が

認められているスコットランドは、EUに残留することになった。

ｃ．EU離脱によって、イギリスは、EU諸国からの輸入品に関税をかけるこ

とが可能となるが、逆に、EUへの輸出品に関税をかけられる可能性が生じ

た。

ｄ．EU離脱によって、イギリスに入国した旅行者は、その後、EU加盟国に

入国する際、パスポートの提示なしに入国することができなくなる。

ｅ．EU離脱によって、イギリスに対しては、欧州司法裁判所による判決の拘

束力がなくなる。

ｆ．EU離脱によって、統一通貨ユーロではなく、自国の通貨を発行すること

になる。

ｇ．EU離脱によって、これまで EUで統一的に策定されていた財政政策を、

イギリス独自に策定できるようになる。
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問６ 下線部ⓕに関して、近年、ヨーロッパだけでなく、世界中で「ポピュリズ

ム」政治が台頭しているといわれている。今のところ、「ポピュリズム」につ

いて、統一された定義は存在しないが、それが「国民の多数の声を反映した政

治」を志向するという側面をもつことについては共通理解が存在する。ところ

が、【別紙資料】（朝日新聞2017年４月23日朝刊28頁）では、そうした近年の世

界的な潮流である「ポピュリズム」について、民主主義政治に対する脅威とし

て論じられている。なぜ、国民の多数の声を反映した政治を志向するポピュリ

ズムが、民主主義にとって脅威になるのか。その理由について、ポピュリズム

と民主主義を比較しながら、150字以内で論じなさい。
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